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(57)【要約】
【課題】本発明は、通常の紙やプラスチック、繊維、ガラス等、任意の基材上に、低温か
つ短時間で金属光沢被膜を少ない工程数で形成でき、上記特性に加えて、機材との密着性
の優れた金属光沢被膜、その形成方法、および該金属光沢被膜を用いた製品を提供するこ
とを目的とするものである。
【解決手段】イオン性を有する保護物質により被覆された、平均粒子径が１～１００ｎｍ
である金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料を基材上に被膜形成することを特徴と
する金属光沢被膜の製造方法。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　イオン性を有する保護物質により被覆された、平均粒子径が１～１００ｎｍである金属
ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料を基材上に被膜形成することを特徴とする金属光
沢被膜の製造方法。
【請求項２】
　金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料が、少なくとも1種の液状媒体を含むこと
を特徴とする、請求項1記載の金属光沢被膜の製造方法。
【請求項３】
　被膜形成後、液状媒体のうち最も高沸点の液状媒体の沸点以下の温度で乾燥することを
特徴とする請求項２に記載の金属光沢被膜の製造方法。
【請求項４】
　金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料が、レベリング剤、消泡剤、および、滑剤
のうち少なくとも一種を含むことを特徴とする請求項１～３いずれか記載の金属光沢被膜
の製造方法。
【請求項５】
　金属ナノ粒子を形成する金属が、金、銀、銅、ニッケル、白金、パラジウム、アルミニ
ウム、亜鉛、クロム、鉄、コバルト、モリブデン、ジルコニウム、ルテニウム、イリジウ
ム、タンタル、水銀、インジウム、スズ、鉛、および、タングステンから選ばれた１種、
または２種以上からなる合金、あるいは混合物である、請求項１～４いずれかに記載の金
属光沢被膜の製造方法。
【請求項６】
　金属ナノ粒子を形成する金属が、銀である、請求項１～５いずれかに記載の金属光沢被
膜の製造方法。
【請求項７】
　金属ナノ粒子が、液体媒体中で金属化合物を還元されることにより得られたものである
、請求項１～６いずれかに記載の金属光沢被膜の製造方法。
【請求項８】
　金属ナノ粒子が、下記式（１）で示されるカルボジヒドラジドまたは下記式（２）で示
される多塩基酸ポリヒドラジドを用いて、金属化合物を還元することにより得られたもの
である、請求項１～７いずれかに記載の金属光沢被膜の製造方法。
【化１】

（式中、Ｒはｎ価の多塩基酸残基を表す。）
【請求項９】
　イオン性を有する保護物質により被覆された金属ナノ粒子と、該保護物質に対するイオ
ン交換能を有する物質とを基材上で接触させることを特徴とする、請求項１～８いずれか
に記載の金属光沢被膜の製造方法。
【請求項１０】
　基材上に、イオン交換能を有する物質を含むイオン交換層を形成したあと、該イオン交



(3) JP 2009-106903 A 2009.5.21

10

20

30

40

50

換層上に、イオン性を有する保護物質により被覆された金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜
形成用材料を被膜形成することを特徴とする請求項９記載の金属光沢被膜の製造方法。
【請求項１１】
　基材上に、イオン性を有する保護物質により被覆された金属ナノ粒子を含む金属光沢被
膜形成用材料を被膜形成して金属ナノ粒子層とした後、該金属ナノ粒子層上にイオン交換
能を有する物質を含むイオン交換層を形成することを特徴とする請求項９記載の金属光沢
被膜の製造方法。
【請求項１２】
　金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料を印刷することを特徴とする請求項１～１
１いずれかに記載の金属光沢被膜の製造方法。
【請求項１３】
　金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料をコートすることを特徴とする請求項１～
１１いずれかに記載の金属光沢被膜の製造方法。
【請求項１４】
　さらに、被膜形成後に加熱加圧処理を行うことを特徴とする請求項１～１３いずれかに
記載の金属光沢被膜の製造方法。
【請求項１５】
　請求項１～１４いずれかに記載の製造方法で製造されてなる金属光沢被膜。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、イオン性を有する保護物質により被覆され、平均粒子径が１～１００ｎｍで
ある金属ナノ粒子を含む材料を用いて得られる金属光沢被膜、およびその形成方法に関す
 
【背景技術】
【０００２】
　従来、鏡面反射性を有する文字、図形、模様の画像を形成する場合には、アルミニウム
等の金属を被印刷体全面に蒸着し、その後不必要部分を薬品等により削除することで、鏡
面反射性を有する所定の画像を形成する方法がある。または、予め形成する画像に対応す
るマスキングを施し、次に金属蒸着工程により、マスキングが施された被印刷体の一面側
の全面にシルバー微粉を蒸着させ、しかる後にマスキングを除去することにより、残存し
た部分からなる鏡面反射性を有する所定の画像を形成する方法がある。
【０００３】
　一方、印刷による方式としては特開平９－２６８２６９、特開２００３－３１５５１１
にあるように鱗片状のメタリック粉やアルミニウム箔片を用いたミラーインキをグラビア
印刷やフレキソ印刷並びにスクリーン印刷にて印刷し鏡面反射性を付与する方法が行われ
ている。
【０００４】
　前記従来の技術の蒸着法によるものは、蒸着工程を必要とすることから大型の設備を必
要とするため多大な費用がかかる上、不必要部を除去するための工程や、非パターン部の
金属の回収再利用などの工程数が多くなり、生産性が悪く製品を作製するのに多大な費用
がかかる。また、薬品を用いたパターン形成は強酸等の劇薬を用いることが多く、排水処
理が必要となり環境保全の観点からも好ましくない。また、薬液が使用できる基材には制
限もあり汎用性に乏しい。また、鱗片状メタリック粉やアルミニウム箔片は高価であるが
、鱗片状メタリック粉やアルミニウム箔片を用いた印刷により鏡面反射性を有するパター
ン形成法では、鏡面性および隠蔽性を得るために３μｍ程度の膜厚が必要であり、コスト
的に不利である。
【特許文献１】特開平９－２６８２６９号公報
【特許文献２】特開２００３－３１５５１１号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従って、本発明は、上記の従来の問題を有さない金属光沢被膜および、該金属光沢被膜
の形成方法を提供することを目的とする。
【０００６】
　より具体的には、本発明は、通常の紙やプラスチック、繊維、ガラス等、任意の基材上
に、低温かつ短時間で金属光沢被膜を少ない工程数で形成でき、上記特性に加えて、機材
との密着性の優れた金属光沢被膜、その形成方法、および該金属光沢被膜を用いた製品を
提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　　すなわち、本発明は、イオン性を有する保護物質により被覆された、平均粒子径が１
～１００ｎｍである金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料を基材上に被膜形成する
ことを特徴とする金属光沢被膜の製造方法に関する。
【０００８】
　　また、本発明は、金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料が、少なくとも1種の
液状媒体を含むことを特徴とする、上記金属光沢被膜の製造方法に関する。
【０００９】
　また、本発明は、被膜形成後、液状媒体のうち最も高沸点の液状媒体の沸点以下の温度
で乾燥することを特徴とする上記金属光沢被膜の製造方法に関する。
【００１０】
　また、本発明は、金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料が、レベリング剤、消泡
剤、および、滑剤のうち少なくとも一種を含むことを特徴とする上記金属光沢被膜の製造
方法に関する。
【００１１】
　　また、本発明は、金属ナノ粒子を形成する金属が、金、銀、銅、ニッケル、白金、パ
ラジウム、アルミニウム、亜鉛、クロム、鉄、コバルト、モリブデン、ジルコニウム、ル
テニウム、イリジウム、タンタル、水銀、インジウム、スズ、鉛、および、タングステン
から選ばれた１種、または２種以上からなる合金、あるいは混合物である、上記金属光沢
被膜の製造方法に関する。
【００１２】
　また、本発明は、金属ナノ粒子を形成する金属が、銀である、上記金属光沢被膜の製造
方法に関する。
【００１３】
　また、本発明は、金属ナノ粒子が、液体媒体中で金属化合物を還元されることにより得
られたものである、上記金属光沢被膜の製造方法に関する。
【００１４】
　また、本発明は、金属ナノ粒子が、下記式（１）で示されるカルボジヒドラジドまたは
下記式（２）で示される多塩基酸ポリヒドラジドを用いて、金属化合物を還元することに
より得られたものである、上記金属光沢被膜の製造方法に関する。
【００１５】
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【化１】

（式中、Ｒはｎ価の多塩基酸残基を表す。）
【００１６】
　また、本発明は、イオン性を有する保護物質により被覆された金属ナノ粒子と、該保護
物質に対するイオン交換能を有する物質とを基材上で接触させることを特徴とする、上記
金属光沢被膜の製造方法に関する。
【００１７】
　また、本発明は、基材上に、イオン交換能を有する物質を含むイオン交換層を形成した
あと、該イオン交換層上に、イオン性を有する保護物質により被覆された金属ナノ粒子を
含む金属光沢被膜形成用材料を被膜形成することを特徴とする上記金属光沢被膜の製造方
法に関する。
【００１８】
　また、本発明は、基材上に、イオン性を有する保護物質により被覆された金属ナノ粒子
を含む金属光沢被膜形成用材料を被膜形成して金属ナノ粒子層とした後、該金属ナノ粒子
層上にイオン交換能を有する物質を含むイオン交換層を形成することを特徴とする上記金
属光沢被膜の製造方法に関する。
【００１９】
　また、本発明は、金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料を印刷することを特徴と
する上記金属光沢被膜の製造方法に関する。
【００２０】
　また、本発明は、金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料をコートすることを特徴
とする上記金属光沢被膜の製造方法に関する。
【００２１】
　また、本発明は、さらに、被膜形成後に加熱加圧処理を行うことを特徴とする上記金属
光沢被膜の製造方法に関する。
【００２２】
　また、本発明は、上記製造方法で製造されてなる金属光沢被膜に関する。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明の金属ナノ粒子を含む材料を塗布することにより得られる金属光沢被膜および該
金属光沢被膜の形成方法により、低温かつ短時間で金属光沢被膜を形成することができる
。また、通常の紙やプラスチック、繊維、ガラス等任意の基材上に金属光沢被膜を形成す
ることが可能であり、該基材に対する密着性に優れているため、基材の種類を問わずあら
ゆる用途に用いることが出来る。また、本発明の金属光沢被膜を形成するために用いられ
る金属ナノ粒子を含む材料は、グラビア印刷、フレキソ印刷、インクジェット印刷を始め
とする各種印刷方式、あるいは各種塗布方法に適した特性を有するものであることから、
必要な部分のみに金属光沢被膜、画像、模様を少ない工程数で形成することができ、従来
の方法と比較すると生産性、コスト面で非常に有利である。
【００２４】
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　本発明の金属光沢被膜は、乾燥温度をコントロールすることにより良好な鏡面反射性を
有することから、例えば、ディスプレイ用部材、光学用部材、照明用部材、医療用部材、
自動車用部材、コーティング用部材、包装用部材、建築用部材等に使用することができる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　以下、本発明を更に詳しく説明する。しかし、本発明は本発明の技術的思想を逸脱しな
い限り、以下の説明あるいは実施の形態に限定されるものではない。
【００２６】
 
　まず、本発明の金属光沢被膜は、イオン性を有する保護物質によって被覆され、平均粒
子径が１～１００ｎｍである金属ナノ粒子を含む材料を印刷あるいはコートなどして得ら
れ、金属ナノ粒子を含む材料は、少なくとも一種以上の液状媒体を含んでもよいことを特
徴としている。
【００２７】
　金属ナノ粒子を形成する金属としては、被膜となったときに金属光沢を有するものであ
れば特に制限されないが、中でも金、銀、銅、ニッケル、パラジウム、白金、アルミニウ
ム、亜鉛、クロム、鉄、コバルト、モリブデン、ジルコニウム、ルテニウム、イリジウム
、タンタル、水銀、インジウム、スズ、鉛、およびタングステンが好ましく、更に、光沢
、コストの面で金、銀、銅、ニッケル、コバルト、スズ、鉛、クロム、亜鉛、アルミニウ
ムが、更に、金属光沢、コストの点で銀、スズ、クロム、鉛、アルミニウムであることが
好ましい。これらの金属は、１種を単独で、または２種類以上を合金、あるいは混合物、
あるいは合金と合金以外の混合物として用いることもできる。
【００２８】
　また、本発明においては、金属ナノ粒子は、イオン性を有する保護物質によって被覆さ
れているものが用いられる。該保護物質は、金属ナノ粒子の凝集を防ぎ、例えば、インキ
、塗料などの金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料とした際に、該材料中での金属
ナノ粒子の分散安定性を高めるために用いられているものであり、このような目的を達成
できる物質としては金属ナノ粒子表面に親和性のあるイオン性を有する物質を用いること
が好ましい。イオン性を有する保護物質としては、例えばイオン性基を化合物中に１個ま
たは複数個有する化合物が挙げられ、カチオン性基、アニオン性基の一つもしくは両方を
有する。金属表面に親和性のあるイオン性基としては、一般的には、例えば、水酸基、シ
アノ基、カルボキシル基、スルホン酸基、リン酸、リン酸エステル等のアニオン性基、例
えば、アミノ基、アミド基、４級アンモニウム、メルカプト基、スルフェニル基、スルフ
ァンジイル基等のカチオン性基等が挙げられるこれらに限定されるものではない。これら
のイオン性基は、化合物の主鎖に含まれていても、側鎖もしくは側鎖と主鎖の双方に含ま
れていてもよい。
【００２９】
　金属ナノ粒子表面に親和性のあるイオン性基を化合物中に１個または複数個有する化合
物としては、例えば、顔料分散剤、界面活性剤、カップリング剤、脂肪酸、アミン、酸ア
ミド、チオール、スルフィド化合物等が挙げられる。
【００３０】
　本発明において保護物質として用いることができる顔料分散剤としては、金属ナノ粒子
表面に親和性を有するイオン性基を化合物中に１個または複数個有するものであればよく
、特に限定されるものではない。顔料分散剤は既に多種、多様のものが市販されており、
これら市販の顔料分散剤の何れのものをも、本発明において金属ナノ粒子の保護物質とし
て用いることができる。本発明において保護物質として用いることができる市販の顔料分
散剤としては、例えば、フローレンＤＯＰＡ－１５Ｂ、フローレンＤＯＰＡ－１７（共栄
社化学株式会社製）、ソルスパース３０００、ソルスパース９０００、ソルスパース１７
０００、ソルスパース２４０００、ソルスパース２８０００、ソルスパース３２０００、
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ソルスパース３５１００、ソルスパース３６０００、ソルスパース４１０００（日本ルー
ブリゾール株式会社製）、ＳＭＡ１０００、ＳＭＡ２０００、ＳＭＡ３０００、ＳＭＡ１
４４０、ＳＭＡ１７３５２、ＳＭＡ２６２５、ＳＭＡ３８４０（川原油化株式会社製）、
ＥＦＫＡ４００９、ＥＦＫＡ４０４６、ＥＦＫＡ４０４７、ＥＦＫＡ４０８０、ＥＦＫＡ
４０１０、ＥＦＫＡ４０１５、ＥＦＫＡ４０２０、ＥＦＫＡ４０５０、ＥＦＫＡ４０５５
、ＥＦＫＡ４０６０、ＥＦＫＡ４０８０、ＥＦＫＡ４４００、ＥＦＫＡ４４０１、ＥＦＫ
Ａ４４０２、ＥＦＫＡ４４０３、ＥＦＫＡ４３００、ＥＦＫＡ４３３０、ＥＦＫＡ４３４
０、ＥＦＫＡ６２２０、ＥＦＫＡ６２２５、ＥＦＫＡ６２３０、ＥＦＫＡ６５２５、ＥＦ
ＫＡ６７００、ＥＦＫＡ６７４５、ＥＦＫＡ６７８０、ＥＦＫＡ６７８２、ＥＦＫＡ６９
０３、ＥＦＫＡ６９０６、ＥＦＫＡ６９５０、ＥＦＫＡ７４６２、ＥＦＫＡ８５０２、Ｅ
ＦＫＡ８５０３、ＥＦＫＡ８５１１、ＥＦＫＡ８５１２、ＥＦＫＡ８５８０、ＥＦＫＡ８
５９０（いずれもエフカアディティブズ社製）、アジスパーＰＢ８２１、アジスパーＰＢ
７１１、アジスパーＰＢ８２２、フェイメックスＬ－１２、アジスパーＰＮ４１１、アジ
スパーＰＡ１１１（いずれも味の素ファインテクノ株式会社製）、ＴＥＸＡＰＨＯＲ－Ｕ
Ｖ２０、ＴＥＸＡＰＨＯＲ－ＵＶ２１、ＴＥＸＡＰＨＯＲ－ＵＶ６１（いずれもコグニス
ジャパン株式会社製）、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１０１、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１０２、Ｄ
ｉｓｐｅｒｂｙｋ－１０３、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１０６、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１１０
、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１１１、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１４０、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１
４２、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１４５、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１６１、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ
－１６２、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１６３、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１６４、Ｄｉｓｐｅｒｂ
ｙｋ－１６６、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１６７、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１６８、Ｄｉｓｐｅ
ｒｂｙｋ－１７０、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１７１、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１７４、Ｄｉｓ
ｐｅｒｂｙｋ－１８０、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１８２、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－２０００、
Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－２００１、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－２０５０、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－
２０７０、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－２０９０（いずれもビックケミー・ジャパン株式会社製
）、ディスパロンＫＳ－８６０、ディスパロンＫＳ－８７３Ｎ、ディスパロン７００４、
ディスパロン１８３１、ディスパロン１８５０、ディスパロン１８６０、ディスパロン２
１５０、ディスパロンＤＡ－４００Ｎ、ディスパロンＰＷ３６、ディスパロンＤＡ－７０
３－５０、ディスパロンＤＡ－７２５、ディスパロンＤＡ－７０５、ディスパロンＤＡ－
７３０１、ディスパロンＤＡ－３２５、ディスパロンＤＡ－３７５、ディスパロンＤＡ－
２３４、ディスパロンＤＮ－９００、ディスパロンＤＡ－１２００（いずれも楠本化成株
式会社製）等が挙げられる。これら顔料分散剤は、１種類を単独で、または２種類以上を
組み合わせて使用してもよく、また、顔料分散剤と顔料分散剤以外の本発明の保護物質を
組み合わせて使用してもよい。
【００３１】
　また、界面活性剤は一般に、陰イオン系、非イオン系、両性イオン系、陽イオン系のも
のが知られているが、本発明においては、保護物質としてこれらのいずれのものをも用い
ることができる。本発明において用いられる界面活性剤は、界面活性剤として知られた化
合物であればよく、特に限定されるものではないが、入手が容易である点からは、界面活
性剤として市販されている化合物を使用することが好ましい。以下に、陰イオン系、非イ
オン系、両性イオン系、陽イオン系界面活性剤の例を具体的に示すが、本発明において用
いることのできる界面活性剤が、下記のものに限定されるものではない。
【００３２】
　陰イオン界面活性剤としては、例えば、高級脂肪酸塩、アルファスルホ脂肪酸メチルエ
ステル塩、アルキルスルホン酸塩、アルキルベンゼンスルホン酸塩、アルキル硫酸エステ
ル塩、アルキルエーテル硫酸エステル塩、モノアルキルリン酸エステル塩、アルファオレ
インスルホン酸塩、アルカンスルホン酸塩、スルホコハク酸エステル塩、アルキルエーテ
ルスルホン酸塩、アルキルエーテルカルボン酸塩、メチルタウリン酸塩等が挙げられる。
【００３３】
　非イオン界面活性剤としては、例えば、グリセリン脂肪酸エステル、しょ糖脂肪酸エス
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テル、ソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、ポリ
エチレングリコールアルキルエーテル、ポリエチレングリコールアルキルフェニルエーテ
ル、ポリエチレングリコール脂肪酸エステル、ポリオキシエチレン脂肪酸エステル、脂肪
酸アルカノールアミド、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、アルキルグルコシド、ポ
リオキシエチレンアルキルフェニルエーテル、脂肪酸モノグリセリド等が挙げられる。
【００３４】
　両性イオン界面活性剤としては、例えば、アミノ酸、アルキルアミノ脂肪酸塩、アルキ
ルベタイン、アルキルアミンオキシド、ポリアクリルアミド等が挙げられる。
【００３５】
　陽イオン界面活性剤としては、例えば、アルキルトリメチルアンモニウム塩、ジアルキ
ルジメチルアンモニウム塩、アルキルジメチルベンジルアンモニウム塩、Ｎ－メチルビス
ヒドロキシエチルアミン脂肪酸エステル塩酸塩、ハロゲン化アルキルピリジニウム等が挙
げられる。
【００３６】
　また、これらとは分類形態が異なるものとして、フッ素系界面活性剤、アリル系反応性
界面活性剤等の反応性界面活性剤、カチオン性セルロース誘導体、ポリカルボン酸、ポリ
スチレンスルホン酸等の高分子界面活性剤も知られている。これらは湿潤分散剤としても
市販されているが、このような湿潤分散剤をも含め、前記いずれの界面活性剤も本発明に
おいては保護物質として用いることができる。これらの界面活性剤の市販品の一例を示せ
ば、ＥＦＫＡ５０１０、ＥＦＫＡ５０４４、ＥＦＫＡ５２４４、ＥＦＫＡ５０５４、ＥＦ
ＫＡ５０５５、ＥＦＫＡ５０６３、ＥＦＫＡ５０６４、ＥＦＫＡ５０６５、ＥＦＫＡ５０
６６、ＥＦＫＡ５０７０、ＥＦＫＡ５０７１、ＥＦＫＡ５２０７（いずれもエフカアディ
ティブズ社製）、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１０１、Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１０８、Ｄｉｓｐ
ｅｒｂｙｋ－１３０（いずれもビックケミー・ジャパン株式会社製）等が挙げられる。
【００３７】
　これら界面活性剤は、１種類を単独で用いることも、また２種類以上を組み合わせて用
いることもできる。また、本発明においては、界面活性剤と界面活性剤以外の本発明の保
護物質を組み合わせて金属ナノ粒子の保護物質として用いることもできる。
【００３８】
　また、カップリング剤としては、一般に、シランカップリング剤、チタネート系カップ
リング剤、アルミニウム系カップリング剤、ジルコニウム系カップリング剤等が知られて
いるが、これらのいずれのものをも本発明の保護物質として使用することができる。以下
に、本発明において用いることのできる市販のカップリング剤をいくつか例示するが、本
発明で用いられるカップリング剤が下記のものに限定されるものではない。
【００３９】
　シランカップリング剤としては、例えば、ＫＡ－１００３、ＫＢＭ－１００３、ＫＢＥ
－１００３、ＫＢＭ－３０３、ＫＢＭ－４０３、ＫＢＥ－４０２、ＫＢＥ４０３、ＫＢＭ
－１４０３、ＫＢＭ－５０２、ＫＢＭ－５０３、ＫＢＥ－５０２、ＫＢＥ－５０３、ＫＢ
Ｍ－５１０３、ＫＢＭ－６０２、ＫＢＭ－６０３、ＫＢＥ－６０３、ＫＢＭ－９０３、Ｋ
ＢＥ－９０３、ＫＢＥ－９１０３、ＫＢＭ－５７３、ＫＢＭ－５７５、ＫＢＭ－６１２３
、ＫＢＥ－５８５、ＫＢＭ－７０３、ＫＢＭ－８０２、ＫＢＭ－８０３、ＫＢＥ－９４５
、ＫＢＥ－８４６、ＫＢＥ－９００７（いずれも信越化学工業株式会社製）等が挙げられ
る。
【００４０】
　また、チタネート系カップリング剤としては、例えば、プレンアクトＫＲ－ＴＴＳ、プ
レンアクトＫＲ－４６Ｂ、プレンアクトＫＲ－５５、プレンアクトＫＲ－４１Ｂ、プレン
アクトＫＲ－３８Ｓ、プレンアクトＫＲ－１３８Ｓ、プレンアクトＫＲ－２３８Ｓ、プレ
ンアクト３３８Ｘ、プレンアクトＫＲ－４４、プレンアクトＫＲ－９ＳＡ（いずれも味の
素ファインテクノ株式会社製）等が挙げられる。
【００４１】
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　アルミニウム系カップリング剤としては、例えば、プレンアクトＡＬ－Ｍ（味の素ファ
インテクノ株式会社製）等が挙げられる。
【００４２】
　ジルコニウム系カップリング剤としては、例えば、ケンリアクト（ケンリッチペトロケ
ミカルス株式会社製）が挙げられる。
【００４３】
　これらのカップリング剤は、１種類を単独で、または２種類以上を組み合わせて使用し
てもよく、また、カップリング剤とカップリング剤以外の本発明の保護物質を組み合わせ
て使用してもよい。
【００４４】
　本発明において使用される脂肪酸としては、特に限定されず、一般に脂肪酸として知ら
れているものを使用することができ、例えば直鎖飽和脂肪酸、直鎖不飽和脂肪酸、分岐脂
肪酸、３級脂肪酸などを挙げることができる。
【００４５】
　直鎖飽和脂肪酸としては、例えば、プロピオン酸、酪酸、吉草酸、カプロン酸、エナン
ト酸、カプリル酸、ペラルゴン酸、カプリン酸、ウンデシル酸、ラウリン酸、トリデシル
酸、ミリスチン酸、ペンタデシル酸、パルミチン酸、ヘプタデシル酸、ステアリン酸、ノ
ナデカン酸、アラキン酸、ベヘン酸、リグノセリン酸、セロチン酸、ヘプタコサン酸、モ
ンタン酸、メリシン酸、ラクセル酸等が挙げられる。
【００４６】
　直鎖不飽和脂肪酸としては、例えば、アクリル酸、クロトン酸、イソクロトン酸、ウン
デシレン酸、オレイン酸、エライジン酸、セトレイン酸、エルカ酸、ブラシジン酸、ソル
ビン酸、リノール酸、リノレン酸、アラキドン酸、プロピオール酸、ステアロール酸等が
あげられる。中でも、安定性や低温分解性を考慮するとカプロン酸、エナント酸、カプリ
ル酸、ミリスチン酸、オレイン酸、ステアリン酸等が挙げられる。
【００４７】
　分岐脂肪酸としては、例えば、イソ酪酸、イソ吉草酸、２－エチルヘキサン酸、２－エ
チルイソヘキサン酸、２－プロピルヘプタン酸、２－ブチルオクタン酸、２－イソブチル
イソオクタン酸、２－ペンチルノナン酸、２－イソペンチルノナン酸、２－ヘキシルデカ
ン酸、２－ヘキシルイソデカン酸、２－ブチルドデカン酸、２－イソブチルドデカン酸、
２－ヘプチルウンデカン酸、２－イソヘプチルウンデカン酸、２－イソペプチルイソウン
デカン酸、２－ドデシルヘキサン酸、２－イソドデシルヘキサン酸、２－オクチルドデカ
ン酸、２－イソオクチルドデカン酸、２－オクチルイソドデカン酸、２－ノニルトリデカ
ン酸、２－イソノニルイソトリデカン酸、２－デシルドデカン酸、２－イソデシルドデカ
ン酸、２－デシルイソドデカン酸、２－デシルテトラデカン酸、２－オクチルヘキサデカ
ン酸、２－イソオクチルヘキサデカン酸、２－ウンデシルペンタデカン酸、２－イソウン
デシルペンタデカン酸、２－ドデシルヘプタデカン酸、２－イソドデシルイソヘプタデカ
ン酸、２－デシルオクタデカン酸、２－デシルイソオクタデカン酸、２－トリデシルヘプ
タデカン酸、２－イソトリデシルイソヘプタデカン酸、２－テトラデシルオクタデカン酸
、２－イソテトラデシルオクタデカン酸、２－ヘキサデシルヘキサデカン酸、２－ヘキサ
デシルテトラデカン酸、２－ヘキサデシルイソヘキサデカン酸、２－イソヘキサデシルイ
ソヘキサデカン酸、２－ペンタデシルノナデカン酸、２－イソペンタデシルイソノナデカ
ン酸、２－テトラデシルベヘン酸、２－イソテトラデシルベヘン酸、２－テトラデシルイ
ソベヘン酸、２－イソテトラデシルイソベヘン酸、イソヘプタン酸、イソミリスチン酸、
イソパルミチン酸、イソステアリン酸、イソアラキン酸等が挙げられる。
【００４８】
　３級脂肪酸としては、例えば、ピバリン酸、ネオノナン酸、ネオデカン酸、エクアシッ
ド９（出光石油化学株式会社製）、エクアシッド１３（出光石油化学株式会社製）などが
挙げられる。
【００４９】
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　これらの脂肪酸は、炭素数３～２２のものが好ましく用いられる。また、１種類を単独
で使用しても、２種類以上を組み合わせて使用してもよく、また、脂肪酸と脂肪酸以外の
本発明の保護物質を組み合わせて使用してもよい。
【００５０】
　アミン化合物として、例えば、第一級アミン、第二級アミン、第三級アミン、第四級ア
ミン塩等のアルキルアミン、ジアミン、アルカノールアミン等が挙げられ、例えば、ブチ
ルアミン、オクチルアミン、ドデシルアミン、ヘクサドデシルアミン、オクタデシルアミ
ン、ココアミン、タロウアミン、水素化タロウアミン、オレイルアミン、ラウリルアミン
、及びステアリルアミン等の第一級アミン、ジココアミン、ジ水素化タロウアミン、及び
ジステアリルアミン等の第二級アミン、ドデシルジメチルアミン、ジドデシルモノメチル
アミン、テトラデシルジメチルアミン、オクタデシルジメチルアミン、ココジメチルアミ
ン、ドデシルテトラデシルジメチルアミン、及びトリオクチルアミン等の第三級アミン、
ナフタレンジアミン、ステアリルプロピレンジアミン、オクタメチレンジアミン、及びノ
ナンジアミン等のジアミン、２-メチルアミノエタノール、ジエタノールアミン、ブトキ
シプロピルアミン、ジエチルメチルアミン、２-ジメチルアミノエタノール、メチルジエ
タノールアミン等のアルカノールアミン等が挙げられる。
【００５１】
　酸アミド化合物としては特に限定されないが、例えば、カルボン酸アミド、アミノカル
ボン酸塩が挙げられる。
【００５２】
　チオール化合物としては特に限定されないが、例えば、メルカプト酢酸、メルカプトプ
ロピオン酸、チオジプロピオン酸、メルカプトコハク酸、チオ酢酸等の酸チオール類、エ
チルメルカプタン、プロピルメルカプタン、イソプロピルメルカプタン、ｎ－ブチルメル
カプタン、アリルメルカプタン、ジメチルメルカプタン、メルカプトエタノール、アミノ
エチルメルカプタン、チオジエチルアミン等の脂肪族チオール類、シクロヘキシルチオー
ル等の脂環式チオール類、チオフェノール等の芳香族チオール類、チオジエチレングリコ
ール、チオジグリコール酸、エチレンチオグリコール等のチオグリコール類等が挙げられ
る。
【００５３】
　上記スルフィド化合物として、特に限定されないが、例えば、ジメチルスルフィド、ジ
エチルスルフィド、メチルプロピルスルフィド等が挙げられる。
【００５４】
　本発明では、イオン性を有する保護物質は、金属ナノ粒子１００重量部に対する保護物
質の総量で０．１～２０００重量部の範囲で用いることが好ましいが、０．１～１００重
量部の範囲で用いることが更に好ましい。保護物質の使用量が１重量部未満の場合、保護
物質の効果が得られず、金属ナノ粒子の凝集を生じるためである。また、２０００重量部
を超える場合、安定化に寄与しない余剰の保護物質の存在が、金属光沢被膜などとして用
いた場合の反射率や、物性に悪影響を与えるため好ましくない。
【００５５】
 
　これら保護物質を金属ナノ粒子に被覆する方法としては、予め製造された金属ナノ粒子
と保護物質とを乾式、または湿式で混合するなどして金属ナノ粒子を保護物質により被覆
する方法、金属ナノ粒子を製造する際保護物質の存在下に金属ナノ粒子を形成して、保護
物質で被覆された金属ナノ粒子を得る方法、脂肪酸金属塩など保護物質として機能する物
質の金属塩を還元剤などを用いて還元することにより保護物質で被覆された金属ナノ粒子
を得る方法などが知られている。これら方法はいずれも公知の方法であり、適宜の方法が
用いられればよい。
【００５６】
 
　本発明の金属ナノ粒子は、平均粒子径が１～１００ｎｍの範囲の微粒子であるものが好
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ましく用いられ、更に成膜性、低温化といった観点から、１～５０ｎｍであることが好ま
しい。この範囲粒子径を有する金属ナノ粒子は、ナノ粒子の融点降下の働きで、金属固有
の融点よりも飛躍的に低温域で金属同士の融着が起こることが知られている。そのため、
平均粒子径１～１００ｎｍの範囲の金属ナノ粒子を使用することで、低温かつ短時間で優
れた鏡面反射性を有する金属光沢被膜の形成が可能となるため、耐熱性の良くないフィル
ム・紙・プラスチック基材上にも金属光沢被膜が形成できる。一方、平均粒子径が前記範
囲の上限値を超える場合、反射性が低下するばかりでなく、低温での融着性や物性が劣る
ことがあるため好ましくない。
【００５７】
　更に、上記平均粒子径範囲の金属ナノ粒子を得る方法として、例えば、ガス中蒸発法等
の気相法、液相中で超音波、紫外線や還元剤を用いて金属化合物を還元する液相法（例え
ば、特開平１１－８０６４７号公報、特開昭６１－２７６９０７号公報参照）、あるいは
溶融法、電解法等の方法が挙げられる。本発明においては、製造コスト、工数を考慮する
と、金属化合物を液体媒体中で超音波、紫外線や還元剤を用いて還元する液相法によって
得る方法が更に好ましい。
【００５８】
　また、本発明では、液体媒体中、下記式（１）で示されるカルボジヒドラジドまたは下
記式（２）で示される多塩基酸ポリヒドラジドを用いて、金属化合物を還元することによ
って得られた金属ナノ粒子分散体を好ましく用いることができる（詳しくはＰＣＴ／ＪＰ
２００６／３２０４９３号明細書を参照）。この方法においては、還元反応が高温に加熱
しなくても迅速に進行するため、反応後の金属ナノ粒子の凝集が抑えられ、微小で粒子径
の揃った金属ナノ粒子を得ることができる。このため、この方法で得られた金属ナノ粒子
分散物は流動性や安定性に優れており、例えば、インキとして用いた場合、低温での乾燥
でも、良好な金属光沢を有する金属光沢被膜および／またはパターンを形成することがで
きる。この方法では、金属塩として例えば脂肪酸金属塩を用いることにより、脂肪酸を含
む保護物質で被覆された金属ナノ粒子を直接製造することができ、またこの方法で得られ
た金属ナノ粒子は諸特性が優れていることから、本発明では該方法で得られた金属ナノ粒
子を金属光沢被膜形成用として好ましく用いることができる。
【００５９】
【化２】

（式中、Ｒはｎ価の多塩基酸残基を表す。）
【００６０】
　上記式（２）で示される多塩基酸ポリヒドラジドとしては、例えば、二塩基酸ジヒドラ
ジド、三塩基酸トリヒドラジド、四塩基酸テトラヒドラジド等が挙げられ、二塩基酸ジヒ
ドラジドとしては、例えば、マロン酸ジヒドラジド、コハク酸ジヒドラジド、グルタル酸
ジヒドラジド、アジピン酸ジヒドラジド、セバチン酸ジヒドラジド、ドデカン酸ジヒドラ
ジド、イソフタル酸ジヒドラジド、テレフタル酸ジヒドラジド、タルタロジヒドラジド、
ピメリン酸ジヒドラジド、スベリン酸ジヒドラジド、アゼライン酸ジヒドラジド、ヘキサ
デカン酸ジヒドラジド、２，６－ナフトエ酸ジヒドラジド、１，４－ナフトエ酸ジヒドラ
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ジド、酒石酸ジヒドラジド、リンゴ酸ジヒドラジド、イミノジ酢酸ジヒドラジド、イタコ
ン酸ジヒドラジド等が挙げられる。
【００６１】
　また三塩基酸トリヒドラジドとしては、例えば、クエン酸トリヒドラジド、トリメリッ
ト酸トリヒドラジド、ニトリロ酢酸トリヒドラジド、シクロヘキサントリカルボン酸トリ
ヒドラジド等があげられる。四塩基酸テトラヒドラジドとしては、エチレンジアミン四酢
酸テトラヒドラジド、ピロメリット酸テトラヒドラジド等があげられる。上記以外の多塩
基酸ポリヒドラジドとしては、ポリアクリル酸ポリヒドラジド等が挙げられる。
【００６２】
　これらの多塩基酸ポリヒドラジドは、１種類を単独で、または２種類以上を組み合わせ
て用いることができ、カルボジヒドラジドと組み合わせて用いることもできる。
【００６３】
　カルボジヒドラジドまたは多塩基酸ポリヒドラジドは、固体で添加しても、溶媒に溶解
して添加しても良いが、反応がより均一に効率よく進行するためには溶媒に溶解して添加
することが好ましい。
【００６４】
　さらに、反応後の精製を考慮すると、水溶液として添加することが好ましい。水溶液と
して添加する場合においては、水への溶解性を考慮するとアジピン酸ジヒドラジド、コハ
ク酸ジヒドラジド、グルタル酸ジヒドラジドを用いることが好ましい。カルボジヒドラジ
ドまたは多塩基酸ポリヒドラジドは、水素の１つまたは２つ以上が水酸基等の官能基で置
換されていてもよい。
【００６５】
　本発明の金属ナノ粒子の製造方法におけるカルボジヒドラジドまたは多塩基酸ポリヒド
ラジドの添加量については、金属化合物の種類や濃度によっても異なるが、通常は少なく
とも金属化合物溶液から金属が還元析出するのに必要な化学量論比の量を使用すればよい
。本発明の製造方法に使用される還元剤はジヒドラジド類であり、還元能のある官能基を
２個以上有していることから、金属が還元析出するのに必要な化学量論比はヒドラジド基
で換算して添加するのが好ましい。還元後に水相を除去する場合には、余剰の還元剤も同
時に除去できるため、化学量論比以上の還元剤を使用しても良く、その上限は特に定めら
れるものではないが、洗浄工程やコストを考えると、ヒドラジド換算の化学量論比で金属
化合物を還元するのに必要な添加量の６倍以下であることが好ましい。
【００６６】
　また、本発明の製造方法では、上記のように、液体媒体と金属化合物とを混合した後に
カルボジヒドラジド、または、多塩基酸ポリヒドラジドを添加して還元する方法でも金属
微粒子分散体を得ることができるが、液体媒体とカルボジヒドラジドまたは多塩基酸ポリ
ヒドラジドとを混合した後に金属化合物を添加して還元することもできる。
【００６７】
　上記金属化合物は特に限定されないが、脂肪酸塩、無機塩の形がよく知られており、脂
肪酸塩については公知の方法を用いて簡単に得ることができる。例えば、市販の脂肪酸ナ
トリウムもしくは、脂肪酸と水酸化ナトリウムを水中で混合して得られた脂肪酸ナトリウ
ム塩を、純水中で溶解させておき、得ようとする金属の無機塩を等量添加し、析出した脂
肪酸の金属塩化合物を吸引濾過して濾別し、乾燥させることで容易に脂肪酸の金属塩化合
物を得ることができる。
【００６８】
　上記金属の無機塩としては、特に限定されないが、例えば、塩化金酸、塩化白金酸、塩
化銀等の塩化物、硝酸銀等の硝酸塩、酢酸銀、酢酸銅（ＩＩ）等の酢酸塩、過塩素酸銀等
の過塩素酸塩、硫酸銅（ＩＩ）等の硫酸塩、炭酸塩、ケイ酸塩、リン酸塩等が挙げられ、
所望の金属に応じて適宜選択することができる。
【００６９】
　また、これらの金属の無機塩は、１種類を単独で使用しても、２種類以上を組み合わせ
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て使用しても良い。
【００７０】
　本発明の金属ナノ粒子の製造方法において、脂肪酸の金属塩化合物を分散させる液状媒
体としては、特に限定されないが、不純物の除去等の工程を考慮すると、水と相分離する
非水性溶媒が好ましく、非水性溶媒に脂肪酸の金属塩化合物を分散させた後に、還元剤で
あるカルボジヒドラジドまたは多塩基酸ポリヒドラジドの水溶液を添加することが好まし
い。
【００７１】
　このとき、還元反応は脂肪酸の金属塩化合物が非水性溶媒中に水性の液滴として存在す
る還元剤と接触した際のみに起こり、還元された金属は速やかに非水性溶媒中で安定化さ
れるため、局所的な反応が起こりにくく、そのため、粒子径の揃った微小な金属微粒子を
得ることができる。また、余剰の還元剤や塩残基等は水相に存在するため、反応後に静置
して水相を除去するのみで、容易に精製を行うこともできるため好ましい。
【００７２】
　上記非水性溶媒としては、水と相分離するものであれば特に限定されず、例えば、
クロロホルム、シクロヘキサン、ベンゼン、ノルマルヘキサン、トルエン、シクロヘキサ
ノン、１－メトキシイソプロパノールアセテート、ジエチルエーテル、メチルイソブチル
ケトン、四塩化炭素、塩化メチレン、酢酸エチル、酢酸ブチル、石油エーテル、シリコン
オイル等があげられる。
【００７３】
　また、非水性溶媒としては、反応性有機溶剤を用いることもできる。反応性有機溶媒と
しては特に限定されないが、例えば、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリレート化合物
、ビニルエーテル化合物、ポリアリル化合物等のエチレン性不飽和単量体等が挙げられる
。非水性溶媒は１種類を単独で使用しても、２種類以上を組み合わせて使用してもよい。
【００７４】
　本発明の金属ナノ粒子の製造方法においては、保護物質の存在下で還元反応を行うこと
が好ましいが、このとき保護物質は、非極性溶媒相および非極性溶媒と水相との界面に存
在しており、水相からの金属ナノ粒子の移動を助け、また、抽出された金属ナノ粒子を安
定化させる働きをしていると考えられる。
【００７５】
　本発明の金属ナノ粒子の製造方法における還元反応は、室温でも十分に終了するが、加
熱して反応を行っても差し支えない。但し、あまり高温になると金属粒子のブラウン運動
が激しくなり、凝集が起こりやすくなる恐れや、保護物質が熱で変性してしまう恐れがあ
るため、９０℃以下で還元反応を行うのが好ましい。更に好ましくは７０℃以下で行うの
が好ましい。
【００７６】
　本発明の金属ナノ粒子の製造方法において、反応を通じて大気中で行っても差し支えな
いが、生成した金属微粒子の酸化や硫化を防ぐ、または酸素が存在することによる副反応
の生成を防ぐため、例えば、窒素やアルゴン等の不活性ガス雰囲気下で行っても良い。
【００７７】
　本発明の金属ナノ粒子の製造方法では、必要に応じて水相を除去した後に加熱や減圧蒸
留等の方法を用いて非水性溶媒の一部を除去し、任意の濃度まで濃縮することができる。
また、非水性溶媒を完全に除去した後、目的に応じて合成時と異なる溶媒を加えて再分散
させ、任意の濃度の金属ナノ粒子分散体に調整することも可能である。このときの溶媒は
非水性溶媒でも水性溶媒でも良いが、金属微粒子近傍に存在する保護物質が溶解する溶媒
であることが好ましい。
【００７８】
　上記、非水性溶媒を除去する際の方法としては、特に限定されないが、例えば、加熱、
減圧蒸留、また、分散剤を用いる場合には、分散剤に応じて分散剤が溶解しない貧溶媒を
添加し金属微粒子を沈殿させることで固体として取り出した後に任意の溶媒に再分散させ
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ることも可能である。
【００７９】
 
　イオン性を有する保護物質に被覆された金属ナノ粒子を含む材料には、少なくとも１種
以上の液状媒体を含むことを特徴としているが、使用できる液状媒体としては特に限定さ
れず、印刷・塗布方法、基材、粘度、表面張力、乾燥温度、保護物質の溶解性等に応じて
自由に選択することができる。また、前述のとおり、イオン性を有する保護物質に被覆さ
れた金属ナノ粒子を含む材料に使用される液状媒体は、金属ナノ粒子を合成する際に用い
る液状媒体と同一である必要はなく、自由に選択することができる。
【００８０】
　本発明の金属ナノ粒子を含む材料で用いられる液状媒体としては、例えば、エステル系
溶剤、ケトン系溶剤、グリコールエーテル系溶剤、脂肪族炭化水素系溶剤、芳香族炭化水
素系溶剤、アルコール系溶剤、グリコール系溶剤、エーテル系溶剤、水等が挙げられる。
これら溶剤は、１種類を単独で使用しても、２種類以上を組み合わせて用いてもよい。以
下、これら各溶剤について、更に詳細に説明する。
【００８１】
　上記エステル系溶剤としては、例えば、ギ酸エチル、ギ酸プロピル、ギ酸ブチル、ギ酸
イソブチル、ギ酸ペンチル、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸ｎ－プロピル、酢酸イソプロ
ピル、酢酸ｎ－ブチル、酢酸イソブチル、酢酸ｓｅｃ－ブチル、酢酸（イソ）アミル、酢
酸シクロヘキシル、乳酸エチル、酢酸３－メトキシブチル、酢酸ｓｅｃ－ヘキシル、酢酸
２－エチルブチル、酢酸２－エチルヘキシル、酢酸ベンジル、プロピオン酸メチル、プロ
ピオン酸エチル、モノクロロ酢酸メチル、モノクロロ酢酸エチル、モノクロロ酢酸ブチル
、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、プロピオン酸ブチル、プロピオン酸イソアミル
、γ－ブチロラクトン等が挙げられる。
【００８２】
　ケトン系溶剤としては、例えば、アセトン、アセトフェノン、メチルエチルケトン、メ
チルプロピルケトン、ジエチルケトン、メチルｎ－ブチルケトン、メチルイソブチルケト
ン、ジプロピルケトン、ジイソブチルケトン、メチルアミルケトン、アセトニルアセトン
、イソホロン、シクロヘキサノン、メチルシクロヘキサノン、２－（１－シクロヘキセニ
ル）シクロヘキサノン等が挙げられる。
【００８３】
　また、グリコールエーテル系溶剤としては、例えば、エチレングリコールモノエチルエ
ーテル、エチレングリコールモノイソプロピルエーテル、エチレングリコールモノブチル
エーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノｎ－ブ
チルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエ
チルエーテル、プロピレングリコールモノｎ－プロピルエーテル、プロピレングリコール
モノｎ－ブチルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレング
リコールモノエチルエーテル、ジプロピレングリコールモノｎ－プロピルエーテル、ジプ
ロピレングリコールモノｎ－ブチルエーテル、トリエチレングリコールモノメチルエーテ
ル、トリエチレングリコールモノエチルエーテル、トリエチレングリコールモノｎ－プロ
ピルエーテル、トリエチレングリコールモノｎ－ブチルエーテル、トリプロピレングリコ
ールモノエチルエーテル、トリプロピレングリコールモノｎ－プロピルエーテル、トリプ
ロピレングリコールモノｎ－ブチルエーテル、およびこれらモノエーテル類の酢酸エステ
ル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、
ジエチレングリコールメチルイソブチルエーテル、ジプロピレングリコールジメチルエー
テル、ジプロピレングリコールジエチルエーテル等のジアルキルエーテル類が挙げられる
。
【００８４】
　脂肪族炭化水素系溶剤としては、例えば、ノルマルパラフィン系溶剤として、ｎ－ヘキ
サン、ｎ－ヘプタン、ｎ－オクタン、ｎ－ノナン、ｎ－デカン、ｎ－ドデカン、０号ソル
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ベントＬ、Ｍ、Ｈ、（新日本石油株式会社製）、ノルマルパラフィンＳＬ、Ｌ、Ｍ（新日
本石油株式会社製）、イソパラフィン系溶剤としては、イソヘキサン、２，２，３－トリ
メチルペンタン、イソオクタン、２，２，５－トリメチルヘキサン、パラオール１００、
１３０、５０、７５０（昭和シェル石油株式会社）アイソパーＬ、Ｍ（エクソン石油化学
株式会社）、アイソゾール２００、３００、４００（新日本石油株式会社製）、スーパゾ
ルＦＰ２、２５、３０、３８（いずれも出光興産株式会社製）、シクロパラフィン系溶剤
としては、シクロペンタン、メチルシクロペンタン、シクロヘキサン、メチルシクロヘキ
サン、エチルシクロヘキサン、ナフテゾール１６０、２００、２２０、ＭＳ－２０Ｐ（新
日本石油株式会社製）、ＡＦソルベント４号、５号、６号、７号（いずれも新日本石油株
式会社製）、テトラヒドロナフタリン、デカヒドロナフタリン、テレピン油、ｐ－ペンタ
ジエン、リモネン、工業用揮発油１号、２号、３号、４号、５号、リグロイン等が挙げら
れる。
【００８５】
　芳香族炭化水素系溶剤としては、例えば、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、ナフ
タレン、テトラリン、ソルベントナフサ、芳香族混合炭化水素等が挙げられる。
【００８６】
　アルコール系溶剤としては、例えば、メタノール、エタノール、ｎ－プロピルアルコー
ル、イソプロピルアルコール、ｎ－ブチルアルコール、イソブチルアルコール、ｓｅｃ－
ブチルアルコール、ｔ－ブチルアルコール、ヘプタノール、ｎ－アミルアルコール、ｓｅ
ｃ－アミルアルコール、ｎ－ヘキシルアルコール、テトラヒドロフルフリルアルコール、
フルフリルアルコール、アリルアルコール、エチレンクロロヒドリン、オクチルドデカノ
ール、１－エチル－１－プロパノール、２－メチル－１－ブタノール、イソアミルアルコ
ール、ｔ－アミルアルコール、ｓｅｃ－イソアミルアルコール、ネオアミルアルコール、
ヘキシルアルコール、２－メチル－１－ペンタノール、４－メチル－２－ペンタノール、
ヘプチルアルコール、ｎ－オクチルアルコール、２－エチルヘキシルアルコール、ノニル
アルコール、デシルアルコール、ウンデシルアルコール、ラウリルアルコール、ベンジル
アルコール、α－テルピネオール、ターピネオールＣ、Ｌ－α－ターピネオール、ジヒド
ロターピネオール、ターピニルオキシエタノール、ジヒドロターピニルオキシエタノール
テルソルブＭＴＰＨ、テルソルブＤＴＯ－２１０、テルソルブＴＨＡ－９０、テルソルブ
ＴＨＡ－７０（日本テルペン化学株式会社製）シクロヘキサノール、３－メトキシブタノ
ール、ジアセトンアルコール、１，４－ブタンジオール、オクタンジオール等や、ファイ
ンオキソコール１４０Ｎ、ファインオキソコール１６００、ファインオキソコール１８０
、ファインオキソコール１８０Ｎ、ファインオキソコール２０００（日産化学工業株式会
社製）等の側鎖高級アルコール等が挙げられる。
【００８７】
　グリコール系溶剤としては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、ト
リエチレングリコール、プロピレングリコール、１，３－ブチレングリコール、へキシレ
ングリコール、ポリエチレングリコール、ジプロピレングリコール等が挙げられる。
【００８８】
　エーテル系溶剤としては、例えば、エチルエーテル、イソプロピルエーテル、ジオキサ
ン、ジブチルエーテル、メチル－ｔ－ブチルエーテル、ターピニルメチルエーテル、ジヒ
ドロターピニルメチルエーテル、環状エーテル系溶剤として、例えば、テトラヒドロフラ
ン、１，３－ジオキソラン等が挙げられる。
【００８９】
　また、液状媒体として、反応性有機溶剤を用いることもできる。反応性有機溶媒として
は特に限定されないが、例えば、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリレート化合物、ビ
ニルエーテル化合物、ポリアリル化合物等のエチレン性不飽和単量体等が挙げられる。
【００９０】
　また、その他の液状媒体として、ジメチルカーボネート、エチルメチルカーボネート、
ジ－ｎ－ブチルカーボネート、フルフラールが挙げられる。
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【００９１】
　上記液状媒体は、１種類を単独で使用しても、２種類以上を組み合わせて使用してもよ
い。
【００９２】
　金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料や、被膜形成方法など種々の条件で異なる
ものの、これら液体媒体は、金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料１００重量％中
、通常０．０１～９９重量％、好ましくは０．１～９５重量％となるように添加して用い
ることができる。
【００９３】
 
 
　本発明の金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料には、得られる金属光沢被膜の金
属光沢感を向上させるために、レベリング剤、消泡剤、および滑剤のうち少なくとも一種
以上を含んでいることが好ましい。良好な金属光沢を得るためには、金属表面で起こり、
反射率の低下を引き起こす光の散乱を低く抑える必要がある。レベリング剤、消泡剤、滑
剤は金属ナノ粒子を含む材料の表面張力を調整し、基材との親和性を高める働きをするた
め、基材上に金属ナノ粒子を含む材料が塗布されたとき均一に濡れ広がり、表面が平滑な
被膜を形成することが可能であり、優れた金属光沢を有する金属光沢用被膜を得ることが
できる。
【００９４】
　本発明の導電性物質を含む被膜層形成用材料において用いられるレベリング剤としては
、例えば、サーフィノール１０４ＰＡ、サーフィノール４２０、サーフィノール４４０、
サーフィノール４６５、サーフィノール４８５、サーフィノール５０４、サーフィノール
ＳＥ－Ｆ（いずれもエアープロダクツジャパン株式会社製）、ＥＦＫＡ３０３０、ＥＦＫ
Ａ３０３１、ＥＦＫＡ３０３３、ＥＦＫＡ３０３４、ＥＦＫＡ３０３５、ＥＦＫＡ３２３
２、ＥＦＫＡ３２３６、ＥＦＫＡ３２３９、ＥＦＫＡ３２９９、ＥＦＫＡ３５２２、ＥＦ
ＫＡ３５２３、ＥＦＫＡ３５８０、ＥＦＫＡ３８３５、ＥＦＫＡ３８８３、ＥＦＫＡ３８
８６、ＥＦＫＡ３８８８、ＥＦＫＡ３２７７、ＥＦＫＡ３５００、ＥＦＫＡ３５７０、Ｅ
ＦＫＡ３６００、ＥＦＫＡ３６５０、ＥＦＫＡ３７７２、ＥＦＫＡ３７７７、ＥＦＫＡ３
７７８（いずれもエフカアディティブズ社製）、ＢＹＫ－３００、ＢＹＫ－３０２、ＢＹ
Ｋ－３０６、ＢＹＫ－３０７、ＢＹＫ－３１０、ＢＹＫ－３１５、ＢＹＫ－３２０、ＢＹ
Ｋ－３２２、ＢＹＫ－３２３、ＢＹＫ－３２５、ＢＹＫ－３３０、ＢＹＫ－３３１、ＢＹ
Ｋ－３３３、ＢＹＫ－３３７、ＢＹＫ－３４０、ＢＹＫ－３４４、ＢＹＫ－３７０、ＢＹ
Ｋ－３７５、ＢＹＫ－３７７、ＢＹＫ－３５０、ＢＹＫ－３５２、ＢＹＫ－３５４、ＢＹ
Ｋ－３５５、ＢＹＫ－３５８Ｎ、ＢＹＫ－３６１Ｎ、ＢＹＫ－３９２、ＢＹＫ－ＵＶ３５
００、ＢＹＫ－ＵＶ３５１０、ＢＹＫ－ＵＶ３５７０、ＢＹＫ－Ｓｉｃｌｅａｎ３７００
、ＢＹＫ－３０１、ＢＹＫ－３０２、ＢＹＫ－３０７、ＢＹＫ－３２５、ＢＹＫ－３３１
、ＢＹＫ－３３３、ＢＹＫ－３４１、ＢＹＫ－３４５、ＢＹＫ－３４６、ＢＹＫ－３４７
、ＢＹＫ－３４８、ＢＹＫ－３７５、ＢＹＫ－３８０Ｎ、ＢＹＫ－３８１、Ｂｙｋｅｔｏ
ｌ－ＯＫ、Ｂｙｋｅｔｏｌ－Ｓｐｅｃｉａｌ、Ｂｙｋｅｔｏｌ－ＷＳ（いずれもビックケ
ミー・ジャパン株式会社製）、ディスパロン１９７０、ディスパロン２３０、ディスパロ
ンＬＦ－１９７０、ディスパロンＬＦ－１９８２、ディスパロンＬＦ－１９８３、ディス
パロンＬＦ－１９８４、ディスパロンＬＦ－１９８５（いずれも楠本化成株式会社製）等
が挙げられる。レベリング剤は、導電性物質を含む被膜層形成用材料１００重量％中、通
常０．００５～１０重量％、好ましくは０．０１～５重量％となるように添加して用いる
ことができる。
【００９５】
　本発明の導電性物質を含む被膜層形成用材料において用いられる消泡剤としては、例え
ば、サーフィノールＤＦ－７０、サーフィノールＤＦ－７５、サーフィノールＤＦ－２１
０、サーフィノールＤＦ－６９５（いずれもエアープロダクツジャパン株式会社製）、Ｅ
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ＦＫＡ２０２２、ＥＦＫＡ２０２３、ＥＦＫＡ２０２５、ＥＦＫＡ２０２８、ＥＦＫＡ２
０３５、ＥＦＫＡ２０３８、ＥＦＫＡ２０４０、ＥＦＫＡ２０４８、ＥＦＫＡ２５２７、
ＥＦＫＡ２５５０、ＥＦＫＡ２７２１、ＥＦＫＡ２７２２、ＥＦＫＡ２７２３（いずれも
エフカアディティブズ社製）、ＢＹＫ－０５１、ＢＹＫ－０５２、ＢＹＫ－０５３、ＢＹ
Ｋ－０５４、ＢＹＫ－０５５、ＢＹＫ－０５７、ＢＹＫ－１７５２、ＢＹＫ－１７９０、
ＢＹＫ－０６０Ｎ、ＢＹＫ－０６３、ＢＹＫ－０６５、ＢＹＫ－０６７Ａ、ＢＹＫ－０７
０、ＢＹＫ－０７７、ＢＹＫ－０８０Ａ、ＢＹＫ－０８８、ＢＹＫ－１４１、ＢＹＫ－３
５４、ＢＹＫ－３９２、ＢＹＫ－０１１、ＢＹＫ－０１２、ＢＹＫ－０１７、ＢＹＫ－０
１８、ＢＹＫ－０１９、ＢＹＫ－０２０、ＢＹＫ－０２１、ＢＹＫ－０２２、ＢＹＫ－０
２３、ＢＹＫ－０２４、ＢＹＫ－０２５、ＢＹＫ－０２８、ＢＹＫ－０３８、ＢＹＫ－０
４４、ＢＹＫ－０８０Ａ、ＢＹＫ－０９４、ＢＹＫ－１６１０、ＢＹＫ－１６１５、ＢＹ
Ｋ－１６５０、ＢＹＫ－１７３０、ＢＹＫ－１７７０（いずれもビックケミー・ジャパン
株式会社製）、ディスパロンＯＸ－８８０ＥＦ、ディスパロンＯＸ－８８１、ディスパロ
ンＯＸ－８８３、ディスパロンＯＸ－７７ＥＦ、ディスパロンＯＸ－７１０、ディスパロ
ンＯＸ－８０４０、ディスパロン１９２２、ディスパロン１９２７、ディスパロン１９５
０、ディスパロン１９５１、ディスパロンＰ－４１０ＥＦ、ディスパロンＰ－４２０、デ
ィスパロンＰ－４２５、ディスパロンＰＤ－７（いずれも楠本化成株式会社製）等が挙げ
られる。消泡剤は、導電性物質を含む被膜層形成用材料１００重量％中、通常０．００５
～１０重量％、好ましくは０．０１～５重量％となるように添加して用いることができる
。
【００９６】
 
　本発明の導電性物質を含む被膜層形成用材料において用いられる滑剤としては、例えば
、ＣＥＲＡＦＬＯＵＲ９１４、ＣＥＲＡＦＬＯＵＲ９１５、ＣＥＲＡＦＬＯＵＲ９１６、
ＣＥＲＡＦＬＯＵＲ９５０、ＣＥＲＡＦＬＯＵＲ９７０、ＣＥＲＡＦＬＯＵＲ９８０、Ｃ
ＥＲＡＦＬＯＵＲ９８８、ＣＥＲＡＦＬＯＵＲ９９０、ＣＥＲＡＦＬＯＵＲ９９１、ＣＥ
ＲＡＦＬＯＵＲ９９４、ＣＥＲＡＦＬＯＵＲ９９５、ＣＥＲＡＦＬＯＵＲ９９６、ＣＥＲ
ＡＦＬＯＵＲ９９８、ＡＱＵＡＣＥＲ４９８、ＡＱＵＡＣＥＲ５１５、ＡＱＵＡＣＥＲ５
２６、ＡＱＵＡＣＥＲ５３１、ＡＱＵＡＣＥＲ５３７、ＡＱＵＡＣＥＲ５３９、ＡＱＵＡ
ＣＥＲ５９３、ＡＱＵＡＭＡＴ２６３、ＡＱＵＡＭＡＴ２７０、ＣＥＲＡＣＯＬ７９、Ｃ
ＥＲＡＣＯＬ６０１、ＣＥＲＡＦＡＫ１０３、ＣＥＲＡＦＡＫ１０６、ＣＥＲＡＦＡＫ１
１０、ＣＥＲＡＴＩＸ８４６１、ＣＥＲＡＴＩＸ８４６３（いずれもビックケミー・ジャ
パン株式会社製）等が挙げられる。滑剤は、導電性物質を含む被膜層形成用材料１００重
量％中、通常０．００５～１０重量％、好ましくは０．０１～５重量％となるように添加
して用いることができる。
【００９７】
 
　本発明のイオン性を有する保護物質により被覆された金属ナノ粒子を含む材料には、被
膜にした際の膜強度、金属光沢の向上、被印刷・塗布体との密着性を高める、また、各種
塗布方法に適用した際における材料の特性を最適化するため、必要に応じて樹脂および／
またはその前駆体を添加してもよい。　
【００９８】
　前記、樹脂および／またはその前駆体としては特に限定されないが、例えば、ポリウレ
タン樹脂、（不飽和）ポリエステル樹脂、アルキッド樹脂、ブチラール樹脂、アセタール
樹脂、ポリアミド樹脂、（メタ）アクリル樹脂、スチレン／（メタ）アクリル樹脂、ポリ
スチレン樹脂、ニトロセルロース、ベンジルセルロース、セルロース（トリ）アセテート
、カゼイン、シェラック、ゼラチン、ギルソナイト、ロジン、ロジンエステル、ポリビニ
ルアルコール、ポリビニルピロリドン、ポリアクリルアミド、ヒドロキシエチルセルロー
ス、ヒドロキシプロピルセルロース、メチルセルロース、エチルセルロース、ヒドロキシ
エチルメチルセルロース、ヒドロキシプロピルメチルセルロース、カルボキシメチルセル
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ロース、カルボキシメチルエチルセルロース、カルボキシメチルニトロセルロース、エチ
レン／ビニルアルコール樹脂、スチレン／無水マレイン酸樹脂、ポリブタジエン樹脂、ポ
リ塩化ビニル樹脂、ポリ塩化ビニリデン樹脂、ポリフッ化ビニリデン樹脂、ポリ酢酸ビニ
ル樹脂、エチレン／酢酸ビニル樹脂、塩化ビニル／酢酸ビニル樹脂、塩化ビニル／酢酸ビ
ニル／マレイン酸樹脂、フッ素樹脂、シリコン樹脂、エポキシ樹脂、フェノキシ樹脂、フ
ェノール樹脂、マレイン酸樹脂、尿素樹脂、メラミン樹脂、ベンゾグアナミン樹脂、ケト
ン樹脂、石油樹脂、塩素化ポリオレフィン樹脂、変性塩素化ポリオレフィン樹脂、塩素化
ポリウレタン樹脂等が挙げられる。
【００９９】
　樹脂の前駆体としては、例えば、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリレート化合物、
ビニルエーテル化合物等のエチレン性不飽和二重結合を有する化合物が挙げられる。これ
らエチレン性不飽和二重結合を有する化合物は、単官能であっても、多官能であってもよ
い。これらの化合物は、１種を単独で用いることもできるし、２種以上を組み合わせて用
いることもできる。なお、本発明において「（メタ）アクリル酸」という場合、アクリル
酸およびメタクリル酸を含む意味で使用される。また「（メタ）アクリレート」という場
合にも、同様に、アクリレートとメタクリレートを含む意味で用いられる。その他（メタ
）アクリロイルなどでも、同様である。
【０１００】
　（メタ）アクリレート化合物のうち、単官能（メタ）アクリレート化合物としては、例
えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）
アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ブ
タンジオールモノアクリレート、２－（ジメチルアミノ）エチル（メタ）アクリレート、
２－（ジエチルアミノ）エチルメタクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレ
ート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）ア
クリレート、２－メトキシエチルアクリレート、Ｎ－ビニルカプロラクタム、Ｎ－ビニル
ピロリドン、アクリロイルモルフォリン、Ｎ－ビニルホルムアミド、シクロヘキシル（メ
タ）アクリレート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）アク
リレート、イソボニル（メタ）アクリレート、フェノキシ（メタ）アクリレート、イソデ
シル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、テトラヒドロフルフリル（
メタ）アクリレート、２－フェノキシエチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ
）アクリレート、メトキシトリエチレングリコールアクリレート、２－エトキシエチルア
クリレート、３－メトキシブチルアクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、２－（
２－エトキシエトキシ）エチルアクリレート、ブトキシエチルアクリレート、エトキシジ
エチレングリコールアクリレート、メトキシジプロピレングリコールアクリレート、メチ
ルフェノキシエチルアクリレート、ジプロピレングリコール（メタ）アクリレート、（メ
タ）アクリロイロキシエチルサクシネート、２－（メタ）アクリロイロキシエチル２－ヒ
ドロキシプロピルフタレート、２－アクリロイロキシエチルヘキサヒドロフタレート、２
－ヒドロキシ－３－アクリロイロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－メタクリロイ
ロキシエチルイソシアネート等が挙げられる。
【０１０１】
　また、多官能の（メタ）アクリレート化合物としては、例えば、エチレングリコールジ
（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサ
ンジオールジ（メタ）アクリレート、エトキシ化１，６－ヘキサンジオールジアクリレー
ト、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、エトキシ化ネオペンチルグリコー
ルジ（メタ）アクリレート、プロポキシ化ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレー
ト、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールジア
クリレート、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジオール
ジアクリレート、テトラエチレングリコールジアクリレート、２－ｎ－ブチル－２－エチ
ル－１，３－プロパンジオールジアクリレート、ジメチロールートリシクロデカンジアク
リレート、ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールジアクリレート、１，３－ブチ
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レングリコールジ（メタ）アクリレート、エトキシ化ビスフェノールＡジ（メタ）アクリ
レート、プロポキシ化ビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート、シクロヘキサンジメタ
ノールジ（メタ）アクリレート、ジメチロールジシクロペンタンジアクリレート、トリメ
チロールプロパントリアクリレート、エトキシ化トリメチロールプロパントリアクリレー
ト、プロポキシ化トリメチロールプロパントリアクリレート、ペンタエリスリトールトリ
アクリレート、テトラメチロールプロパントリアクリレート、テトラメチロールメタント
リアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、カプロラクトン変性トリメ
チロールプロパントリアクリレート、エトキシ化イソシアヌール酸トリアクリレート、ト
リ（２－ヒドロキシエチルイソシアヌレート）トリアクリレート、プロポキシレートグリ
セリルトリアクリレート、テトラメチロールメタンテトラアクリレート、ペンタエリスリ
トールテトラアクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラアクリレート、エトキシ化
ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート
、ネオペンチルグリコールオリゴアクリレート、１，４－ブタンジオールオリゴアクリレ
ート、１，６－ヘキサンジオールオリゴアクリレート、トリメチロールプロパンオリゴア
クリレート、ペンタエリスリトールオリゴアクリレート、ウレタンアクリレート、エポキ
シアクリレート、ポリエステルアクリレート、ロジン変性アクリレート等が挙げられる。
【０１０２】
　ビニルエーテル化合物のうち、単官能のビニルエーテル化合物として、ヒドロキシエチ
ルビニルエーテル、ヒドロキシブチルビニルエーテル、シクロヘキサンジメタノールモノ
ビニルエーテル、シクロヘキシルビニルエーテル等が挙げられる。また、多官能のビニル
エーテル化合物としては、例えば、エチレングリコールジビニルエーテル、ジエチレング
リコールジビニルエーテル、トリエチレングリコールジビニルエーテル、ペンタエリスリ
トールジビニルエーテル、プロピレングリコールジビニルエーテル、ジプロピレングリコ
ールジビニルエーテル、ネオペンチルグリコールジビニルエーテル、１，４－ブタンジオ
ールジビニルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジビニルエーテル、トリメチロールプ
ロパンジビニルエーテル、１，４－ジヒドロキシシクロヘキサンジビニルエーテル、１，
４－ジヒドロキシメチルシクロヘキサンジビニルエーテル、ビスフェノールＡジエトキシ
ジビニルエーテル、グリセロールトリビニルエーテル、ソルビトールテトラビニルエーテ
ル、トリメチロールプロパントリビニルエーテル、ペンタエリスリトールトリビニルエー
テル、ペンタエリスリトールテトラビニルエーテル、ジペンタエリスリトールヘキサビニ
ルエーテル、ジトリメチロールプロパンテトラビニルエーテル等が挙げられる。
【０１０３】
　さらに、上記化合物以外のエチレン性不飽和二重結合を有する化合物としては、例えば
、Ｎ－ビニルアセトアミド、トリス（アクリロキシエチル）イソシアヌレート、ポリエチ
レングリコールジメタクリレート、メトキシポリエチレングリコールメタクリレート、ト
リブロモフェニル（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジアクリレートモノステ
アレート、２－メタリロイロキシエチルヘキサヒドロフタレート、ステアリルアクリレー
ト、テトラメチルピペジリルメタクリレート等が挙げられる。
【０１０４】
　これらの樹脂および／またはその前駆体は、種々の条件によって異なるものの、金属ナ
ノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料１００重量％中、通常０．０１～９９重量％、好ま
しくは０．１～９５重量％となるように添加して用いることができる。
【０１０５】
 
　本発明のイオン性を有する保護物質により被覆された金属ナノ粒子を含む材料を形成す
る際には、保護物質により被覆された金属ナノ粒子を、必要に応じて、液体媒体、消泡剤
、レベリング剤、滑剤、分散剤、樹脂および／またはその前駆体等と混合し、従来公知の
方法、例えばボールミル、アトライター、サンドミル、ジェットミル、３本ロールミル、
ペイントシェーカー等を用いて分散するか、または、従来公知の方法、例えば、ミキサー
、ディソルバーを用いて撹拌、混合すればよい。
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【０１０６】
 
　本発明の金属光沢被膜の製造方法は、イオン性を有する保護物質により被覆された金属
ナノ粒子と、該保護物質に対するイオン交換能を有する物質とを接触させることを特徴と
している。これらイオン性を有する保護物質により被覆された金属ナノ粒子と、該保護物
質に対するイオン交換能を有する物質とを接触させる態様としては、（Ｉ）イオン性を有
する保護物質により被覆された金属ナノ粒子を含んだ層と、該保護物質に対するイオン交
換能を有する物質を含んだ層（イオン交換層）とを隣接層として設ける、あるいは（ＩＩ
）イオン性を有する保護物質とイオン交換能を有する物質とを同一層内に互いに接触させ
るような状態で含ませる方法がある。（Ｉ）の方法での金属光沢被膜の製造方法としては
、例えば、（Ｉ－１）保護物質に対するイオン交換能を有する物質を含んだイオン交換層
を形成し、次に、上記イオン交換層上に、イオン性を有する保護物質で被覆された金属ナ
ノ粒子を含んだ被膜層を形成して金属光沢被膜を形成する方法、および、（Ｉ－２）基材
上に、イオン性を有する保護物質で被覆された金属ナノ粒子を含んだ被膜層を形成し、次
に、該被膜層上に、該保護物質に対するイオン交換能を有する物質を含んだイオン交換層
を形成して金属光沢被膜を形成する方法が挙げられる。また（ＩＩ）の方法での金属光沢
被膜の製造方法としては、例えば、基材上に、イオン性を有する保護物質により被覆され
た金属ナノ粒子と、該保護物質に対するイオン交換能を有する物質を含んだ被膜形成用材
料からなる層を形成する方法が挙げられる。これらの層は、イオン性を有する保護物質に
より被覆された金属ナノ粒子を含む被膜形成用材料、該保護物質に対するイオン交換能を
有する物質を含む被膜形成用材料、あるいはイオン性を有する保護物質で被覆された金属
ナノ粒子と該保護物質に対するイオン交換能を有する物質を含む被膜形成用材料を、基材
に例えば塗布、印刷などにより被覆し、金属光沢被膜層とする方法が挙げられる。しかし
、本発明の金属光沢被膜の製造方法では、イオン性を有する保護物質により被覆された金
属ナノ粒子と該保護物質に対するイオン交換能を有する物質とが何らかの方法により接触
していればよいのであり、イオン性を有する保護物質によって被覆された金属ナノ粒子と
該保護物質に対するイオン交換能を有する物質とを接触させる方法が、上記例示方法に限
られるものではない。
【０１０７】
　本発明において、金属ナノ粒子はイオン性を有する保護物質により被覆され分散安定化
しているが、前記イオン交換能を有する物質と接触することにより、保護物質がイオン交
換能を有する物質によって金属ナノ粒子の表面から奪われたり、あるいは保護物質が、例
えば、Ｆ-、Ｃｌ-、Ｂｒ-、Ｉ-、ＣｌＯ4

-、ＣｌＯ3
-、ＳＯ4

2-、ＮＯ3
-、ＣｒＯ4

-、Ｃ
Ｏ3

2-、ＰＯ4
3-、ＨＰＯ4

2-、Ｈ2ＰＯ4
-、ＯＨ-、Ｈ＋、Ｌｉ＋、Ｋ＋、Ｎａ＋、Ｒｂ＋

、Ｍｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｓｒ２＋、Ｂａ２＋、Ａｌ３＋、ＮＨ４＋等のイオンに交換され
たりすることにより、活性エネルギーの高い金属ナノ粒子の表面が露出する。これにより
金属ナノ粒子は、分散安定性を失い凝集して、融着しやすくなるため、室温等低温での被
膜形成時においても、金属ナノ粒子の被膜化が速やかに進行して金属光沢被膜の形成が可
能となると考えられる。
【０１０８】
 
　次に、イオン性を有する保護物質により被覆された金属ナノ粒子と接触される、該保護
物質に対するイオン交換能を有する物質について説明する。
【０１０９】
　本発明においてイオン交換能を有する物質とは、イオン交換反応を示す物質のことをい
う。
【０１１０】
　イオン交換反応とは、一般に、固体または液体中のイオンが、それと接する外部溶液中
にある同符号のイオンと交換する現象であり、交換するイオンによって、陰イオン交換反
応と陽イオン交換反応とがある。イオン交換能を有する物質は、金属ナノ粒子を被覆して
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いるイオン性を有する保護物質のイオンに応じて選択することができる。
【０１１１】
 
　まず、陰イオン交換能を有する物質によりイオン交換反応を利用する場合について説明
する。陰イオン性を有する保護物質としては、陰イオン交換能を有する物質により陰イオ
ン交換反応を起こし得る物質であれば特に限定されないが、例えば、分子中に水酸基、シ
アノ基、カルボキシル基、スルホン酸基、リン酸基、リン酸エステル等のイオン性基を有
する保護物質等が挙げられる。これらのイオン性基は化合物の主鎖に含まれていても、側
鎖もしくは側鎖と主鎖の双方に含まれていても良い。イオン性基を化合物中に1個または
複数個有する化合物としては、例えば、顔料分散剤、界面活性剤、カップリング剤、脂肪
酸等が挙げられる。本発明においては、陰イオン交換能を有する物質と組み合わされる保
護物質は分散剤を含むものが好ましく、さらには分散剤としては脂肪酸が好ましく、さら
に脂肪酸の中では炭素数３～２２である飽和または不飽和の脂肪酸であることが好ましい
。これは、脂肪酸を含んだ保護物質により被覆された金属ナノ粒子が用いられると、より
低温かつ短時間での金属光沢被膜の形成が可能となるからである。
【０１１２】
　本発明で用いられる陰イオン交換能を有する物質としては、分子中に陰イオン交換にあ
ずかるイオン性基、陰イオン交換基を有するものが挙げられる。陰イオン交換にあずかる
イオン性基、陰イオン交換基としては、例えば、アンモニウム基、ホスホニウム基、スル
ホニウム基、アミノ基や、第１級アミン、第２級アミン、第３級アミンが挙げられる。
【０１１３】
　
　本発明の陰イオン交換能を有する物質としては、例えば陰イオン交換樹脂、カチオン活
性剤等のカチオン性化合物、無機陰イオン交換体等が挙げられる。
【０１１４】
　陰イオン交換樹脂は、一般に、スチレン／ジビニルベンゼン共重合体からなる橋かけ高
分子母体を、クロロメチル化後アミノ化することにより作ることができる。クロロメチル
基は、無水塩化アルミニウム触媒の存在下、クロロメチルエーテルを反応させることで容
易に導入される。アミノ化は、クロロメチル基をアミンで処理する反応であるが、アミン
の種類により各種の陰イオン交換樹脂ができる。陰イオン交換樹脂には、強塩基性陰イオ
ン交換樹脂および弱塩基性イオン交換樹脂があり、トリメチルアミンを用いて第４アンモ
ニウム基を導入したものは強塩基性I型、ジメチルエタノールアミンを用いて４級化した
ものは強塩基性II型といわれている。また、第１級ないし第３級アミンを導入すると弱塩
基性イオン樹脂となる。また、上記スチレン／ジビニルベンゼン共重合体は、懸濁重合に
より得られるが、透明で均質な橋かけ球状粒子のものを一般にゲル型と呼び、他方、水不
溶性の芳香族炭化水素等の高沸点有機溶媒を加えて多孔質化したものはマクロポーラス型
、生成した重合体をほとんど膨潤させない２－ブタノール等の有機溶媒を添加して得られ
た多孔体はＭＲ型樹脂と呼ばれている。本発明においては、これらの陰イオン交換樹脂を
含め陰イオン交換樹脂であれば何れのものでも陰イオン交換能を有する物質として用いる
ことができる。
【０１１５】
　一方、カチオン性化合物としては、例えば、第４アンモニウム塩、または第４アンモニ
ウム塩を有する化合物などが挙げられる。第４アンモニウム塩は、一般に、第３アミンに
ハロゲン化アルキルを作用させて作ることができる。この第４アンモニウム塩としては、
例えば、窒素原子を環内に持つＮ－メチルピペリジンメチオジドや、キノリンメチオジド
等の環状第４アンモニウム塩、塩化ベンザルコニウム、塩化ベンゼトニウム、ハロゲン化
アルキルトリメチルアンモニウム、ハロゲン化アルキルピリジニウム、高級アミンのハロ
ゲン酸塩等のカチオン活性剤が挙げられ、これらのいずれをも本発明の陰イオン交換能を
有する物質として使用することができる。
【０１１６】
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　また、これらの第４アンモニウム塩基を導入した樹脂化合物や、アンモニウム基、ホス
ホニウム基、スルホニウム基、アミノ基や、第１級アミン、第２級アミン、第３級アミン
を導入した樹脂化合物も同様に使用することができる。樹脂化合物としては、例えば、ア
クリル系樹脂や、ウレタン系樹脂、ポリアミン系樹脂、アクリルアミド系樹脂、アリルア
ミン重合樹脂、ジアリルアミン重合樹脂等が挙げられる。更に、ジシアンジアミジンやジ
シアンジアミドの重合樹脂等や、樹脂を直接カチオン変性したカチオン変性樹脂や、例え
ばアリルアミン重合樹脂を架橋させた樹脂ビーズ等も挙げられ、これらも使用することが
できる。
【０１１７】
　また、第４アンモニウム塩の酸基としては、例えば、Ｆ-、Ｃｌ-、Ｂｒ-、Ｉ-、ＣｌＯ

4
-、ＣｌＯ3

-、ＳＯ4
2-、ＮＯ3

-、ＣｒＯ4
-、ＣＯ3

2-、ＰＯ4
3-、ＨＰＯ4

2-、Ｈ2ＰＯ4
-

、ＯＨ-等いずれの酸基も用いることができる。
【０１１８】
　無機イオン交換体、いわゆる固体塩基としては、例えば、活性炭や、酸化スズ、酸化マ
グネシウム、酸化カルシウム、酸化ストロンチウム、酸化バリウム、酸化アルミニウム、
酸化ジルコニウム、二酸化チタン等の金属酸化物、炭酸マグネシウム、炭酸カルシウム等
の金属炭酸塩、ＺｎＯ／ＺｒＯ2、ＭｇＯ／ＴｉＯ2、ＣａＯ／Ｐ2Ｏ5、ＳｉＯ2／ＣａＯ
／ＭｇＯ、ＳｉＯ2／Ａｌ2Ｏ3、ＳｉＯ2／ＳｒＯ、ＳｉＯ2／ＢａＯ、ＺｎＯ／ＳｉＯ2、
ＴｉＯ2／ＺｒＯ2、Ａｌ2Ｏ3／ＴｉＯ2、ＳｉＯ2／ＺｒＯ2、Ａｌ2Ｏ3＋ＺｒＯ2、ＳｉＯ

2／ＴｉＯ2、ＭｏＯ3／ＳｉＯ2、ＭｏＯ3／Ａｌ２Ｏ3、Ａｌ2Ｏ3／ＭｇＯ等の複合酸化物
、ゼオライト、Ｎａ／ＭｇＯ、Ｋ／ＭｇＯ、Ｎａ／Ａｌ２Ｏ３等の金属蒸着金属酸化物、
ＫＮＨ2／Ａｌ2Ｏ3、ＥｕＮＨ／Ｋ－Ｙ等のイミン担持金属酸化物、ＫＦ／Ａｌ2Ｏ3、Ｌ
ｉＣＯ3／ＳｉＯ2等のアルカリ金属塩類等が挙げられる。更に、無機イオン交換体として
は、例えばシリカ、コロイダルシリカ、チタニア上に、例えば酸化アルミニウム等で被覆
して、表面の電荷をカチオン化したものなども使用することができる。
【０１１９】
　上記陰イオン交換能を有する物質は、１種類を単独で使用しても、２種類以上を組み合
わせて使用してもよい。
【０１２０】
　次に、陽イオン交換能を有する物質によりイオン交換反応を利用する場合について説明
する。陽イオン性を有する保護物質としては、陽イオン交換能を有する物質により陽イオ
ン交換反応を起こし得る物質であれば特に限定されないが、例えば、分子中に窒素原子お
よび／または硫黄原子を含んでいることが好ましく、さらに窒素原子および／または硫黄
原子は、塩基性基として存在していることが好ましい。前記塩基性基としては、例えば、
アミノ基、アミド基、メルカプト基、スルフェニル基、スルファンジイル基等が挙げられ
る。これらのイオン性基は化合物の主鎖に含まれていても、側鎖もしくは側鎖と主鎖の双
方に含まれていても良い。イオン性基を化合物中に1個または複数個有する化合物として
は、例えば、顔料分散剤、界面活性剤、カップリング剤等が挙げられる。
【０１２１】
　本発明の陽イオン交換能を有する物質としては、特に限定されないが、例えば、陽イオ
ン交換樹脂、アニオン活性剤等のアニオン性化合物、無機陽イオン交換体等の固体酸が挙
げられる。
【０１２２】
　また、陽イオン交換にあずかる酸性基を導入した樹脂化合物も同様に使用することがで
きる。樹脂化合物としては、例えば、アクリル系樹脂や、ポリエステル系樹脂、ビニル系
樹脂、エポキシ系樹脂、スチレン系樹脂、フェノール樹脂等が挙げられる。さらに、樹脂
を直接アニオン変性したアニオン変性樹脂も使用することができる。
【０１２３】
 
　上記陽イオン交換樹脂は、イオン交換基として、一般的に、スルホン酸基、カルボン酸
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基を有し、まれにリン酸基、ホスホン酸基、ヒ酸基、セレン酸基をもつものが挙げられる
。
【０１２４】
　イオン交換基としてスルホン酸基を有する陽イオン交換樹脂は強酸性、カルボン酸基は
弱酸性として働き、それ以外は中酸性として働く。本発明では、強酸性、弱酸性、中酸性
陽イオン交換樹脂のいずれも使用することができる。
【０１２５】
　上記陽イオン交換樹脂としては、一般に陽イオン交換樹脂として市販されているものを
使用することができる。
【０１２６】
　強酸性陽イオン交換樹脂としては、例えば、ダイヤイオンＳＫ１０４、ダイヤイオンＳ
Ｋ１Ｂ、ダイヤイオンＳＫ１１０、ダイヤイオンＳＫ１１２、ダイヤイオンＰＫ２０８、
ダイヤイオンＰＫ２１２、ダイヤイオンＰＫ２１６、ダイヤイオンＰＫ２１８、ダイヤイ
オンＰＫ２２０、ダイヤイオンＰＫ２２８、ダイヤイオンＵＢＫ０８、ダイヤイオンＵＢ
Ｋ１０、ダイヤイオンＵＢＫ１２、ダイヤイオンＵＢＫ５１０Ｌ、ダイヤイオンＵＢＫ５
３０、ダイヤイオンＵＢＫ５５０、ダイヤイオンＵＢＫ５３５、ダイヤイオンＵＢＫ５５
５（三菱化学株式会社製）が挙げられる。
【０１２７】
　弱酸性陽イオン交換樹脂としては、例えば、ダイヤイオンＷＫ１０、ダイヤイオンＷＫ
１１、ダイヤイオンＷＫ１００、ダイヤイオンＷＫ４０Ｌ（三菱化学株式会社製）が挙げ
られる。
【０１２８】
　これら１種類を単独で使用しても、２種類以上を組み合わせて使用してもよく、また、
陽イオン交換樹脂とそれ以外の陽イオン交換能を有する物質を組み合わせて使用してもよ
い。
【０１２９】
　上記アニオン性化合物としては、例えば、アニオン界面活性剤、脂肪酸、およびカルボ
キシル基、スルホン酸基、燐酸基を含む化合物およびそれらの塩等が挙げられる。
【０１３０】
　アニオン界面活性剤としては、特に限定されず、アニオン界面活性剤として知られてい
るものを使用することができる。例えば、アルキルカルボン酸塩、アルキルエーテルカル
ボン酸塩、アルキルコハク酸塩等の高級脂肪酸塩系界面活性剤、アルキルスルホン酸塩、
アルキル硫酸エステル塩、アルカンスルホン酸塩、アルキルベンゼンスルホン酸塩、アル
キルエーテルスルホン酸塩、アルキルエーテル硫酸エステル塩、スルホコハク酸エステル
塩、メチルタウリン酸塩、アルファオレインスルホン酸塩、アルファスルホ脂肪酸メチル
エステル塩等のスルホン酸塩系界面活性剤、アルキルリン酸エステル又はリン酸エステル
塩界面活性剤等が挙げられる。
【０１３１】
　これらは１種類を単独で使用しても、２種類以上を組み合わせて使用してもよく、また
、アニオン界面活性剤とそれ以外の陽イオン交換能を有する物質を組み合わせて使用して
もよい。
【０１３２】
　上記脂肪酸としては、特に限定されず、一般に脂肪酸として知られているものを使用す
ることができる。
【０１３３】
　直鎖飽和脂肪酸としては、例えば、プロピオン酸、酪酸、吉草酸、カプロン酸、エナン
ト酸、カプリル酸、ペラルゴン酸、カプリン酸、ウンデシル酸、ラウリン酸、トリデシル
酸、ミリスチン酸、ペンタデシル酸、パルミチン酸、ヘプタデシル酸、ステアリン酸、ノ
ナデカン酸、アラキン酸、ベヘン酸、リグノセリン酸、セロチン酸、ヘプタコサン酸、モ
ンタン酸、メリシン酸、ラクセル酸等が挙げられる。
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【０１３４】
　直鎖不飽和脂肪酸としては、例えば、アクリル酸、クロトン酸、イソクロトン酸、ウン
デシレン酸、オレイン酸、エライジン酸、セトレイン酸、エルカ酸、ブラシジン酸、ソル
ビン酸、リノール酸、リノレン酸、アラキドン酸、プロピオール酸、ステアロール酸等が
挙げられる。
【０１３５】
　分岐脂肪酸としては、例えば、イソ酪酸、イソ吉草酸、２－エチルヘキサン酸、２－エ
チルイソヘキサン酸、２－プロピルヘプタン酸、２－ブチルオクタン酸、２－イソブチル
イソオクタン酸、２－ペンチルノナン酸、２－イソペンチルノナン酸、２－ヘキシルデカ
ン酸、２－ヘキシルイソデカン酸、２－ブチルドデカン酸、２－イソブチルドデカン酸、
２－ヘプチルウンデカン酸、２－イソヘプチルウンデカン酸、２－イソペプチルイソウン
デカン酸、２－ドデシルヘキサン酸、２－イソドデシルヘキサン酸、２－オクチルドデカ
ン酸、２－イソオクチルドデカン酸、２－オクチルイソドデカン酸、２－ノニルトリデカ
ン酸、２－イソノニルイソトリデカン酸、２－デシルドデカン酸、２－イソデシルドデカ
ン酸、２－デシルイソドデカン酸、２－デシルテトラデカン酸、２－オクチルヘキサデカ
ン酸、２－イソオクチルヘキサデカン酸、２－ウンデシルペンタデカン酸、２－イソウン
デシルペンタデカン酸、２－ドデシルヘプタデカン酸、２－イソドデシルイソヘプタデカ
ン酸、２－デシルオクタデカン酸、２－デシルイソオクタデカン酸、２－トリデシルヘプ
タデカン酸、２－イソトリデシルイソヘプタデカン酸、２－テトラデシルオクタデカン酸
、２－イソテトラデシルオクタデカン酸、２－ヘキサデシルヘキサデカン酸、２－ヘキサ
デシルテトラデカン酸、２－ヘキサデシルイソヘキサデカン酸、２－イソヘキサデシルイ
ソヘキサデカン酸、２－ペンタデシルノナデカン酸、２－イソペンタデシルイソノナデカ
ン酸、２－テトラデシルベヘン酸、２－イソテトラデシルベヘン酸、２－テトラデシルイ
ソベヘン酸、２－イソテトラデシルイソベヘン酸、イソヘプタン酸、イソミリスチン酸、
イソパルミチン酸、イソステアリン酸、イソアラキン酸、メタクリル酸等が挙げられる。
【０１３６】
　３級脂肪酸としては、例えば、ピバリン酸、ネオノナン酸、ネオデカン酸、エクアシッ
ド９（出光石油化学株式会社製）、エクアシッド１３（出光石油化学株式会社製）などが
挙げられる。
【０１３７】
　脂肪酸無水物としては、例えば、無水フタル酸、無水トリメリット酸、無水ピロメリッ
ト酸、無水ベンゾフェノンテトラカルボン酸、エチレングリコールビス（アンヒドロトリ
メリテート）、グリセロールトリス（アンヒドロトリメリテート）、無水マレイン酸、無
水コハク酸、テトラヒドロ無水フタル酸、メチルテトラヒドロ無水フタル酸、無水メチル
ナジック酸、アルケニル無水コハク酸、ヘキサヒドロ無水フタル酸、メチルヘキサヒドロ
無水フタル酸、メチルシクロヘキセンテトラカルボン酸無水物、ポリアジピン酸無水物、
ポリアゼライン酸無水物、ポリセバシン酸無水物などが挙げられる。
【０１３８】
　二塩基酸として、例えば、シュウ酸、マロン酸、セバシン酸、マレイン酸、フマル酸、
イタコン酸などが挙げられる。
【０１３９】
　これら１種類を単独で使用しても、２種類以上を組み合わせて使用してもよく、また、
脂肪酸とそれ以外の陽イオン交換能を有する物質を組み合わせて使用してもよい。
【０１４０】
　無機陽イオン交換体、いわゆる固体酸としては、例えば、ゼオライト、カオリナイト、
モンモリロナイト、クロライト、バーミキュライト、ハロイサイト、雲母、脆雲母等の粘
土鉱物、酸化ケイ素、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸化チタン、酸化マグネシウム、酸
化ジルコニウム、酸化クロム等の金属酸化物、ＳｉＯ２／ＣａＯ、ＳｉＯ２／ＳｒＯ、Ｚ
ｎＯ／ＭｇＯ、ＺｎＯ／Ｓｂ２Ｏ３、ＳｉＯ２／ＭｇＯ、ＴｉＯ２／Ｂ２Ｏ３、ＺｎＯ／
ＳｉＯ２、ＺｎＯ／ＺｒＯ２、Ａｌ２Ｏ３／Ｂｉ２Ｏ３、ＳｉＯ２／ＷＯ３、ＳｉＯ２／
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Ｖ２Ｏ５、Ａｌ２Ｏ３／ＭｏＯ３、Ａｌ２Ｏ３／ＷＯ３、Ａｌ２Ｏ３／Ｖ２Ｏ５、ＳｉＯ

２／Ａｌ２Ｏ３、ＳｉＯ２／ＺｒＯ２、Ｃｒ２Ｏ３／Ａｌ２Ｏ３、ＳｉＯ２／ＢｅＯ、Ｓ
ｉＯ２／Ｙ２Ｏ３、ＳｉＯ２／Ｌａ２Ｏ３、ＳｉＯ２／Ｇａ２Ｏ３、ＴｉＯ２／Ａｌ２Ｏ

３、ＴｉＯ２／ＺｒＯ２、Ａｌ２Ｏ３／ＺｒＯ２、ＺｎＯ／Ａｌ２Ｏ３、ＳｉＯ２／Ｍｏ
Ｏ３等の複合酸化物等が挙げられる。
【０１４１】
　上記陽イオン交換能を有する物質は、１種類を単独で使用しても、２種類以上を併用し
て使用してもよい。
【０１４２】
 
　次に、イオン性を有する保護物質に対するイオン交換能を有する物質を含む被膜形成用
材料（イオン交換層形成用材料）について説明する。
【０１４３】
　イオン交換能を有する物質を含むイオン交換層を形成する際には、該イオン交換能を有
する物質の特性、イオン交換層形成用材料の塗布または印刷方法などに応じて適宜の液状
媒体を使用することができる。また、更に必要に応じて消泡剤、レベリング剤、滑剤、分
散剤、イオン交換能を有する樹脂意外のその他の樹脂および／またはその前駆体、イオン
交換能を有するまたは有さない、無機または有機微粒子等を添加することもできる。これ
らは、適宜、例えば、ボールミル、アトライター、サンドミル、ジェットミル、３本ロー
ルミル、ペイントシェーカー等を用いて分散するか、または、例えば、ミキサー、ディソ
ルバーを用いて撹拌、混合することにより製造することができる。
【０１４４】
　イオン交換層形成用材料を製造する際に用いられる液状媒体としては、金属ナノ粒子を
含む金属光沢被膜層形成用材料を製造する際に挙げられた液状媒体と同様の液状媒体、例
えば、エステル系溶剤、ケトン系溶剤、グリコールエーテル系溶剤、脂肪族系溶剤、芳香
族系溶剤、アルコール系溶剤、グリコール系溶剤、エーテル系溶剤、水等を使用すること
ができ、これらは２種類以上を混合して使用することもできる。これら各溶剤の具体例も
金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜層形成用材料を製造する際に挙げられたものと同様のも
のが使用できるが、本発明ではイオン交換能を有する樹脂に対する溶解性の理由から、水
、アルコール系溶剤、グリコールエーテル系溶剤、グリコール系溶剤、あるいはこれらの
溶剤と水の混合溶剤等が、イオン交換層形成用材料の溶剤として好ましく用いられる。ま
た、必要に応じて用いられる消泡剤、レベリング剤、滑剤、分散剤なども金属ナノ粒子を
含む金属光沢被膜層形成用材料を製造する際に挙げられたものと同様のものが用いられる
。
【０１４５】
　一方、イオン交換能を有する物質として用いられる樹脂以外のその他の樹脂および／ま
たはその前駆体は、イオン交換能を有する物質を含む被膜形成用材料が塗布あるいは印刷
される基材に対する密着性や、保護物質によって被覆された金属ナノ粒子を含んだ金属光
沢被膜との密着性を高める、あるいは形成された金属光沢被膜を保護する目的で添加され
る。このような目的で添加されるその他の樹脂としては、例えばポリウレタン樹脂、飽和
または不飽和ポリエステル樹脂、アルキッド樹脂、ブチラール樹脂、アセタール樹脂、ポ
リアミド樹脂、（メタ）アクリル樹脂、スチレン／（メタ）アクリル樹脂、ポリスチレン
樹脂、ニトロセルロース、ベンジルセルロース、セルロース（トリ）アセテート、カゼイ
ン、シェラック、ゼラチン、ギルソナイト、ロジン、ロジンエステル、ポリビニルアルコ
ール、ポリビニルピロリドン、ポリアクリルアミド、ヒドロキシエチルセルロース、ヒド
ロキシプロピルセルロース、メチルセルロース、エチルセルロース、ヒドロキシエチルメ
チルセルロース、ヒドロキシプロピルメチルセルロース、カルボキシメチルセルロース、
カルボキシメチルエチルセルロース、カルボキシメチルニトロセルロース、エチレン／ビ
ニルアルコール樹脂、スチレン／無水マレイン酸樹脂、ポリブタジエン樹脂、ポリ塩化ビ
ニル樹脂、ポリ塩化ビニリデン樹脂、ポリフッ化ビニリデン樹脂、ポリ酢酸ビニル樹脂、
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エチレン／酢酸ビニル樹脂、塩化ビニル／酢酸ビニル樹脂、塩化ビニル／酢酸ビニル／マ
レイン酸樹脂、フッ素樹脂、シリコン樹脂、エポキシ樹脂、フェノキシ樹脂、フェノール
樹脂、マレイン酸樹脂、尿素樹脂、メラミン樹脂、ベンゾグアナミン樹脂、ケトン樹脂、
石油樹脂、塩素化ポリオレフィン樹脂、変性塩素化ポリオレフィン樹脂、塩素化ポリウレ
タン樹脂等が挙げられる。これらの樹脂は上記添加目的を達成するべく、基材、被膜形成
方法、導電性被膜特性などに応じ適宜のものが選定される。これらの中では、陰イオン交
換層被膜の基材に対する密着性、被膜強度の理由から、ポリビニルアルコール、ポリビニ
ルホルマール、ポリビニルアセタール、ポリビニルブチラール、（メタ）アクリル樹脂、
スチレン／（メタ）アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂等が好ましいも
のとして挙げられる。これらその他の樹脂は１種を単独で用いてもよいし、２種以上を組
み合わせて用いてもよい。
【０１４６】
　上記樹脂のうち、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、ポリエス
テル樹脂、アルキッド樹脂等に、アミン類、酸無水物類、メルカプト類、イミダゾール類
、イソシアネート類、ジシアンジアミド類、ジヒドラジド類等の硬化剤を組み合わせて用
いることによって、得られた被膜の耐溶剤性や耐薬品性等の物性を高めることができる。
【０１４７】
　また、樹脂の前駆体としては、例えば、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリレート化
合物、ビニルエーテル化合物等のエチレン性不飽和二重結合を有する化合物が挙げられる
。これらエチレン性不飽和二重結合を有する化合物は、単官能であっても、多官能であっ
てもよい。これらの化合物は、１種を単独で用いることもできるし、２種以上を組み合わ
せて用いることもできる。
【０１４８】
　（メタ）アクリレート化合物のうち、単官能（メタ）アクリレート化合物としては、例
えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）
アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ブ
タンジオールモノアクリレート、２－（ジメチルアミノ）エチル（メタ）アクリレート、
２－（ジエチルアミノ）エチルメタクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレ
ート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）ア
クリレート、２－メトキシエチルアクリレート、Ｎ－ビニルカプロラクタム、Ｎ－ビニル
ピロリドン、アクリロイルモルフォリン、Ｎ－ビニルホルムアミド、シクロヘキシル（メ
タ）アクリレート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）アク
リレート、イソボニル（メタ）アクリレート、フェノキシ（メタ）アクリレート、イソデ
シル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、テトラヒドロフルフリル（
メタ）アクリレート、２－フェノキシエチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ
）アクリレート、メトキシトリエチレングリコールアクリレート、２－エトキシエチルア
クリレート、３－メトキシブチルアクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、２－（
２－エトキシエトキシ）エチルアクリレート、ブトキシエチルアクリレート、エトキシジ
エチレングリコールアクリレート、メトキシジプロピレングリコールアクリレート、メチ
ルフェノキシエチルアクリレート、ジプロピレングリコール（メタ）アクリレート、（メ
タ）アクリロイロキシエチルサクシネート、２－（メタ）アクリロイロキシエチル２－ヒ
ドロキシプロピルフタレート、２－アクリロイロキシエチルヘキサヒドロフタレート、２
－ヒドロキシ－３－アクリロイロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－メタクリロイ
ロキシエチルイソシアネート等が挙げられる。
【０１４９】
　また、多官能の（メタ）アクリレート化合物としては、例えば、エチレングリコールジ
（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサ
ンジオールジ（メタ）アクリレート、エトキシ化１，６－ヘキサンジオールジアクリレー
ト、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、エトキシ化ネオペンチルグリコー
ルジ（メタ）アクリレート、プロポキシ化ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレー
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ト、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールジア
クリレート、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジオール
ジアクリレート、テトラエチレングリコールジアクリレート、２－ｎ－ブチル－２－エチ
ル－１，３－プロパンジオールジアクリレート、ジメチロールートリシクロデカンジアク
リレート、ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールジアクリレート、１，３－ブチ
レングリコールジ（メタ）アクリレート、エトキシ化ビスフェノールＡジ（メタ）アクリ
レート、プロポキシ化ビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート、シクロヘキサンジメタ
ノールジ（メタ）アクリレート、ジメチロールジシクロペンタンジアクリレート、トリメ
チロールプロパントリアクリレート、エトキシ化トリメチロールプロパントリアクリレー
ト、プロポキシ化トリメチロールプロパントリアクリレート、ペンタエリスリトールトリ
アクリレート、テトラメチロールプロパントリアクリレート、テトラメチロールメタント
リアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、カプロラクトン変性トリメ
チロールプロパントリアクリレート、エトキシ化イソシアヌール酸トリアクリレート、ト
リ（２－ヒドロキシエチルイソシアヌレート）トリアクリレート、プロポキシレートグリ
セリルトリアクリレート、テトラメチロールメタンテトラアクリレート、ペンタエリスリ
トールテトラアクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラアクリレート、エトキシ化
ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート
、ネオペンチルグリコールオリゴアクリレート、１，４－ブタンジオールオリゴアクリレ
ート、１，６－ヘキサンジオールオリゴアクリレート、トリメチロールプロパンオリゴア
クリレート、ペンタエリスリトールオリゴアクリレート、ウレタンアクリレート、エポキ
シアクリレート、ポリエステルアクリレート、ロジン変性アクリレート等が挙げられる。
【０１５０】
　ビニルエーテル化合物のうち、単官能のビニルエーテル化合物として、ヒドロキシエチ
ルビニルエーテル、ヒドロキシブチルビニルエーテル、シクロヘキサンジメタノールモノ
ビニルエーテル、シクロヘキシルビニルエーテル等が挙げられる。また、多官能のビニル
エーテル化合物としては、例えば、エチレングリコールジビニルエーテル、ジエチレング
リコールジビニルエーテル、トリエチレングリコールジビニルエーテル、ペンタエリスリ
トールジビニルエーテル、プロピレングリコールジビニルエーテル、ジプロピレングリコ
ールジビニルエーテル、ネオペンチルグリコールジビニルエーテル、１，４－ブタンジオ
ールジビニルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジビニルエーテル、トリメチロールプ
ロパンジビニルエーテル、１，４－ジヒドロキシシクロヘキサンジビニルエーテル、１，
４－ジヒドロキシメチルシクロヘキサンジビニルエーテル、ビスフェノールＡジエトキシ
ジビニルエーテル、グリセロールトリビニルエーテル、ソルビトールテトラビニルエーテ
ル、トリメチロールプロパントリビニルエーテル、ペンタエリスリトールトリビニルエー
テル、ペンタエリスリトールテトラビニルエーテル、ジペンタエリスリトールヘキサビニ
ルエーテル、ジトリメチロールプロパンテトラビニルエーテル等が挙げられる。
【０１５１】
　さらに、上記化合物以外のエチレン性不飽和二重結合を有する化合物としては、例えば
、Ｎ－ビニルアセトアミド、トリス（アクリロキシエチル）イソシアヌレート、ポリエチ
レングリコールジメタクリレート、メトキシポリエチレングリコールメタクリレート、ト
リブロモフェニル（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジアクリレートモノステ
アレート、２－メタリロイロキシエチルヘキサヒドロフタレート、ステアリルアクリレー
ト、テトラメチルピペジリルメタクリレート等が挙げられる。
【０１５２】
　樹脂の前駆体を含む陰イオン交換層形成用材料を、電子線照射により硬化する場合には
、樹脂の前駆体（エチレン性不飽和二重結合を有する化合物）の分子鎖切断によってラジ
カル重合が起こる。これに対し、紫外線を照射して硬化する場合は、前記被膜形成用材料
に光重合開始剤を添加するのが一般的である。
【０１５３】
　光重合開始剤としては、例えば、ベンゾフェノン系、チオキサントン系、アセトフェノ
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ン系、ベンゾイン系、アシルフォスフィンオキサイド系、ビスイミダゾール系、アクリジ
ン系、カルバゾール－フェノン系、トリアジン系、オキシム系等の光重合開始剤を使用す
ることができる。光重合開始剤は、樹脂の前駆体１００重量部に対して、１～２０重量部
の量で用いることができる。
【０１５４】
　前記光重合開始剤について更に具体的に説明すると、前記ベンゾフェノン系光重合開始
剤としては、例えば、ベンゾフェノン、ベンゾイル安息香酸、４－フェニルベンゾフェノ
ン、４，４－ジエチルアミノベンゾフェノン、３，３－ジメチル－４－メトキシベンゾフ
ェノン、４－ベンゾイル－４－メチルジフェニルサルファイド等が挙げられる。また、チ
オキサントン系光重合開始剤としては、例えば、チオキサントン、２－クロロオキサント
ン、２，４－ジエチルチオキサントン、１－クロロ－４－プロポキシチオキサントン、イ
ソプロピルキサントン等が挙げられる。アセトフェノン系光重合開始剤としては、例えば
、２－メチル－１－［（４－メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリノプロパン－１－
オン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタノ
ン－１、１－［４－（２－ヒドロキシエトキシ）－フェニル］－２－ヒドロキシ－２－メ
チル－１－プロパン－１－オン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－
１－オン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン、２，２－ジメチル－２
－ヒドロキシアセエトフェノン、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン、４
－フェノキシジクロロアセトフェノン、ジエトキシアセトフェノン、１－ヒドロキシシク
ロヘキシルフェニルケトン等が挙げられる。ベンゾイン系光重合開始剤としては、例えば
、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテル、ベンジルメチルケタール
等が挙げられる。アシルフォスフィンオキサイド系光重合開始剤としては、例えば、２，
４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，４，６－ト
リメチルベンゾイル）アシルフォスフィンオキサイド等が挙げられる。ビスイミダゾール
系開始剤としては、例えば、２，２’－ビス（ｏ－クロロフェニル）－４，５，４’，５
’－テトラフェニル－１，２’－ビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－クロロフェニル
）－４，５，４’，５’－テトラ（４－メチルフェニル）－１，２’－ビイミダゾール等
が挙げられる。アクリジン系開始剤としては、例えば、１，７－ビス（９－アクリジル）
ヘプタン、カルバゾール－フェノン系開始剤としては、例えば、３，６－ビス（１－ケト
－２－メチル－２－モルホリノプロピル）－９－オクチルカルバゾール、トリアジン系光
開始剤としては、例えば、２，４，６－トリクロロ－ｓ－トリアジン、２－フェニル－４
，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－メトキシフェニル）－４
，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－トリル）－４，６－ビス
（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－ピペロニル－４，６－ビス（トリクロロメ
チル）－ｓ－トリアジン、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－スチリル－ｓ－トリ
アジン、２－（ナフト－１－イル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジ
ン、２－（４－メトキシ－ナフト－１－イル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ
－トリアジン、２，４－トリクロロメチル－（ピペロニル）－６－トリアジン、２，４－
トリクロロメチル（４’－メトキシスチリル）－６－トリアジン等が挙げられる。その他
、オキシム系開始剤等が挙げられる。
【０１５５】
　樹脂の前駆体を含む本発明のイオン交換膜形成用材料には、光重合開始剤と共に、光重
合促進剤、増感剤を含ませることができる。光重合促進剤および増感剤としては、例えば
、トリエタノールアミン、トリイソプロパノールアミン、４，４－ジメチルアミノベンゾ
フェノン、２－ジメチルアミノ安息香酸エチル、４－ジメチルアミノ安息香酸（ｎ－ブト
キシ）エチル等の脂肪族や芳香族のアミン類が挙げられる。
【０１５６】
　また、樹脂の前駆体を含むイオン交換層形成用材料には、材料の安定性を高める目的で
、（熱）重合禁止剤を含ませることができる。（熱）重合禁止剤としては、例えば、ハイ
ドロキノン、ハイドロキノンモノメチルエーテル、ｐ－ベンゾキノン、２，６－ｔ－ブチ
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ル－ｐ－クレゾ－ル、２，３－ジメチル－６－ｔ－ブチルフェノール、アンスラキノン、
フェノチアジン、Ｎ－ニトロソフェニルヒドロキシルアミンアルミニウム塩等が挙げられ
る。
【０１５７】
　その他の樹脂またはその前駆体は、陰イオン交換層形成用材料１００重量％中、通常０
．０１～９９重量％、好ましくは０．１～９５重量％となるように添加して用いることが
できる。
【０１５８】
　更に、本発明のイオン交換層形成用材料には、必要に応じてイオン交換能を有するまた
は有さない、有機または無機微粒子を含ませることができる。例えば、上記被膜形成用材
料中に上記有機微粒子および／または無機微粒子が含まれることによって、イオン交換能
を有する物質がイオン交換層中に均一に存在することとなり、これによってイオン交換能
を有する物質が導電性微粒子と接触した際に、イオン交換反応が更に効率良く行われる。
【０１５９】
　また、用いる上記イオン交換能を有するまたは有さない微粒子の平均粒子径は、０．０
０１～２０μｍであることが好ましい。平均粒子径が２０μｍを超える微粒子を用いると
、導電性発現効果が劣るだけでなく、被膜形成用材料の安定性、物性等も低下するため好
ましくない。前記微粒子は、陰イオン交換層形成用材料１００重量％中、通常１～９９重
量％、好ましくは５～９５重量％となるように添加して用いることができる。
【０１６０】
　上記イオン交換能を有するまたは有さない無機微粒子としては、例えば、クレー、珪藻
土、珪酸アルミニウム、珪酸カルシウム、珪酸マグネシウム、ハイドロタルサイト、タル
ク、カオリン、焼成カオリン、サポナイト、モルデナイト、硫酸バリウム、硫酸マグネシ
ウム、硫酸鉄（II）、硫酸カルシウム、水酸化マグネシウム、酸化亜鉛、水酸化亜鉛、硫
化亜鉛、酸化鉛、リン酸マグネシウム、塩化アルミニウム、合成非晶質シリカ、コロイダ
ルシリカ、水酸化アルミニウム、リトポン、ゼオライト、モンモリロナイト等が挙げられ
る。これらの無機微粒子のなかでも、非晶質シリカ、コロイダルシリカが好ましい。
【０１６１】
　一方、有機微粒子としては、例えば、デンプン等の天然物、ポリメチルメタクリレート
等のアクリル系、ポリスチレン系、スチレン／アクリル系、ナイロン６、ナイロン１２、
ナイロン６－１２等のナイロン系、高密度ポリエチレン、低密度ポリエチレン、ポリプロ
ピレン、４フッ化エチレン等のオレフィン系、ポリエステル系、フェノール系、ベンゾグ
アナミン系の樹脂微粒子が挙げられる。
【０１６２】
　これらの微粒子は、１種を単独で、または２種以上を組み合わせて使用することができ
る。
【０１６３】
　イオン性を有する保護物質により被覆された金属ナノ粒子と該保護物質に対するイオン
交換能を有する物質とを同一層内で互いに接触させる場合、イオン性を有する保護物質に
より被覆された金属ナノ粒子および該保護物質に対するイオン交換能を有する物質を含む
材料は、イオン性を有する保護物質により被覆された金属ナノ粒子およびイオン交換能を
有する物質とを必要に応じ液状媒体、消泡剤、レベリング剤、滑剤、分散剤、イオン交換
能を有する樹脂以外のその他の樹脂および／またはその前駆体、イオン交換能を有するま
たは有さない無機または有機微粒子等と共に、従来公知の方法、例えばボールミル、アト
ライター、サンドミル、ジェットミル、３本ロールミル、ペイントシェーカー等を用いて
分散するか、または、従来公知の方法、例えば、ミキサー、ディソルバーを用いて撹拌、
混合することにより製造することができる。その際必要に応じ用いられる液状媒体、消泡
剤、レベリング剤、滑剤、分散剤、イオン交換能を有する樹脂以外のその他の樹脂および
／またはその前駆体、イオン交換能を有するまたは有さない無機または有機微粒子等は、
イオン性を有する保護物質によって被覆された金属ナノ粒子を含む材料あるいはイオン交
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換能を有する物質を含む材料を製造する際に用いられるものと同様のものの中から、この
材料が被覆される基材、塗布または印刷方法、塗布後の膜特性、金属光沢特性に応じて適
宜選択して用いればよい。
【０１６４】
　本発明のイオン交換膜の厚さは、特に限定されないが、一般的には０．１～２００μｍ
、好ましくは１～１００μｍ程度とされる。
【０１６５】
　次に、本発明の金属光沢被膜の塗布方法について説明する。本発明の金属光沢被膜形成
用材料を塗布する方法や膜形状等は特に限定されないが、使用する目的、被塗布形態、基
材等に応じて適宜選択するのが好ましい。
【０１６６】
　例えば、意匠性のパッケージのように特定のパターンを塗布する場合、所望の場所のみ
に塗布する場合、塗布面積が小さい場合、および基材がフィルムである場合、膜厚の制御
を細かく行いたい場合などは、金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料を印刷により
形成することが好ましい。
【０１６７】
　また、例えば、大面積反射板用途など、大面積、高範囲にわたり金属光沢被膜を一度に
形成したい場合、塗布量をより多くしたい場合、基材がガラスや樹脂成型物、曲面、板状
の物質であるなど印刷方式で対応できない基材である場合には、金属ナノ粒子を含む金属
光沢被膜形成用材料をコートにより形成することが好ましい。
【０１６８】
 
　前記印刷法としては、一般的に知られている方法を用いることができ、特に限定されな
いが、例えば、グラビア印刷、フレキソ印刷、インクジェット印刷、スクリーン印刷、オ
フセット印刷、グラビアオフセット印刷、ディスペンサー印刷、パッド印刷等があげられ
る。
【０１６９】
　前記コート法としては、一般的に知られている方法を用いることができ、特に限定され
ないが、例えば、スプレーコート、スピンコート、ダイコート、リップコート、ナイフコ
ート、ディップコート、カーテンコート、ロールコート、バーコート等があげられる。
【０１７０】
　本発明における金属光沢被膜の厚さは特に限定されず、用途に応じて適宜選択すること
ができるが、一般的には、金属光沢被膜となった状態で０．０１～２０μｍ程度、好まし
くは０．０５～１０μｍ程度とされる。特に反射板等の用途で用いられる場合には、基材
にもよるが、０．０１μｍ以下であると光が透過し、反射率の低下が起こる恐れがあるた
め好ましくない。
【０１７１】
　金属光沢被膜を形成するための基材としては、特に限定されず、紙、プラスチックフィ
ルム、ガラス、繊維等、通常基材として知られたものの何れをも使用することができる。
基材はフィルム状、あるいはシート状でなくてもよい。また、基材上に被膜が形成された
ものを基材として使用してもよく、これら従来知られた基材の中から用途に応じて適宜選
択、使用すればよい。以下、これら基材を更に詳細に説明する。
【０１７２】
　紙基材としては、例えば、コート紙、非コート紙の他、合成紙、ポリエチレンコート紙
、含浸紙、耐水加工紙、絶縁加工紙、伸縮加工紙等の各種加工紙が使用できる。これらの
中では、金属光沢被膜として安定した金属光沢を得る観点からは、コート紙、加工紙が好
ましい。コート紙の場合は、平滑度の高いものほど良好な金属光沢が得られるため好まし
い。
【０１７３】
　プラスチック基材としては、例えば、ポリエステル、ポリエチレン、ポリプロピレン、
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セロハン、塩化ビニル、塩化ビニリデン、ポリスチレン、ポリビニルアルコール、エチレ
ン／ビニルアルコール共重合体、ナイロン、ポリイミド、ポリカーボネート等の通常使用
されるプラスチックからなる基材を使用することができる。プラスチックフィルムの表面
には、形成される金属光沢被膜の密着性を高めたり、塗布、印刷される金属光沢被膜や金
属被膜パターンの印刷再現性等を高める目的で、必要に応じて、コロナ放電処理やプラズ
マ処理を施したり、ポリウレタン、ポリイソシアネート、有機チタネート、ポリエチレン
イミン、ポリブタジエン等の樹脂コーティング剤を塗布したりすることができる。
【０１７４】
　ガラス基材としては、一般に基板用ガラスとして使用されているものは、いずれも使用
することができる。例えば、ソーダライムガラス、マイクロシートガラス、無アルカリガ
ラス、パイレツクスガラス（登録商標）、バイコールガラス、石英ガラス等が挙げられる
。
【０１７５】
　繊維基材としては、例えば、綿、麻等の植物繊維、絹、羊毛等の動物繊維、ポリエステ
ル、アクリル、ナイロン、ビニロン、ポリプロピレン、ポリ塩化ビニル、ポリエチレン、
ポリ塩化ビニリデン、ポリウレタン等の化学繊維、レーヨン、ポリノジック、キュプラ等
の再生繊維が挙げられる。また、繊維の構造体としては、例えば、織物、ニット、不織布
等いずれのものも用いることができる。
【０１７６】
　上記基材は、例えば、金属光沢被膜との密着性を高めるために、アンカー剤等を使用し
た接着性向上層が設けられた、あるいは紫外線処理、コロナ放電処理、プラズマ処理等の
前処理が施されていても良い。
【０１７７】
 
　本発明では、イオン性を有する保護物質により被覆された金属ナノ粒子を含む金属光沢
被膜形成用材料を塗布した後、必要に応じて乾燥させることで金属光沢被膜を得ることが
できる。このとき、乾燥温度は、使用する基材、印刷法、液状媒体により適宜選択するこ
とが好ましいが、特に、金属光沢被膜を形成する場合には、金属ナノ粒子を含む金属光沢
被膜形成用材料中に含まれる液状媒体のうち最も高沸点の液状媒体の沸点以下の温度で乾
燥することが好ましい。金属ナノ粒子を含む材料を用いて導電性被膜を形成する際には、
良好な導電性を得るために導電性材料中に含まれる液状媒体を速やかに揮発させ、樹脂や
化合物といった有機成分を除去するために、できるだけ高温で加熱処理することが良いと
されているが、被膜形成後、急激な加熱を行うと、液状媒体が揮発する際の気化熱の影響
で被膜中に大気中の水分が入り込むことに起因する白化現象が起こりやすくなったり、大
量の有機成分が被膜から一度に抜けることにより被膜の表面が荒れたり、被膜中に気泡が
発生したりして良好な金属光沢被膜や基材との密着性が得られなくなる恐れがある。その
ため、金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料に含まれる液状媒体のうち最も高沸点
の液状媒体の沸点かの温度で乾燥させ、被膜形成のスピードをコントロールすることで、
良好な金属光沢被膜を形成することができるため好ましい。
【０１７８】
 
　乾燥方法としては特に限定されず、乾燥温度、印刷方式、基材によって適宜選択するこ
とができるが、熱風乾燥、真空乾燥、赤外線、近赤外線、遠赤外線、紫外線、電子線、マ
イクロ波等のエネルギー線等を用いて乾燥させることも出来る。
【０１７９】
　また、金属光沢被膜形成後に、更にその保護を目的として、オーバープリントワニス、
各種コーティング剤等を塗工しても良い。これらの各種ワニス、コーティング剤としてが
、従来印刷分野で用いられているものを利用すればよい。これらワニスやコーティング剤
は通常の熱乾燥型、活性エネルギー線硬化型のいずれも使用できる。
【０１８０】
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　また、イオン交換層を導電性物質を含む被膜層上に形成する場合には、該イオン交換層
を導電性被膜層の保護層として機能させることもできる。
【０１８１】
　本発明では、金属光沢性、反射性を向上させることを目的とし、他の金属光沢被膜を積
層させることも可能である。その場合、積層の形態は特に限定されず、形成された金属光
沢被膜上に金属ナノ粒子を含む金属光沢被膜形成用材料を積層させたり、形成された金属
光沢被膜上にイオン交換層を形成させ、その上に金属光沢被膜形成用材料を塗布すること
で積層させたり、形成された金属光沢被膜上に接着剤層等の機能層を設け、その後金属光
沢被膜を形成させたりすることが可能である。
【０１８２】
 
　また、金属光沢被膜上に接着剤を塗布した後、紙基材やプラスチックフィルムを接着、
またはプラスチックの溶融押し出し等によりラミネートして回路、被膜を保護することも
できる。もちろん、あらかじめ粘着剤、接着剤が塗布された基材を接着することによって
保護層を形成することもできる。
【０１８３】
　本発明の方法によって形成された金属光沢被膜は、金属ナノ粒子同士の融着、金属化を
促進し、また、形成された金属光沢被膜表面を平滑化し、更に良好な金属光沢被膜を得る
ため、加熱処理またはカレンダー処理のような加熱加圧処理といった処理を施すこともで
きる。より良好な金属光沢を得るためには、使用する基材等の種類に応じていずれかの方
法を選択すればよく、カレンダー処理、プレスロール機、プレス機、ラミネーター等で行
うことができる。処理条件は、基材に影響のない範囲で行えばよいが、処理温度は５０～
１５０℃、加圧条件は、０．５～２．０ＭＰａ、加圧時間は１０秒～１０分間の範囲で行
うことが好ましい。プレスロール機を用いる場合、ロールの線圧は１～２５ｋｇ／ｃｍの
範囲が好ましい。また、プレス時の基材搬送速度は１～３０ｍ／分の範囲で行うことがで
きる。
【０１８４】
 
　本発明の金属光沢被膜が、低温での形成が可能であること、また種々の基材との密着性
が良好なことから、従来基材として知られているどのような基材の上にも形成可能である
。また、各種印刷法、コート法にも適応可能で、任意の膜厚が得られ、さらに、温度コン
トロールを行うことにより特性の優れた金属光沢被膜を形成することができることから、
あらゆる分野において、金属光沢被膜として使用することができる。
【０１８５】
　本発明の金属光沢被膜の用途としては、本発明の金属光沢を利用できる分野であれば、
特に限定されず、金属光沢のレベルによって適宜応用することが可能であるが、例えば、
チケット、ラベル、ステッカー、カード等の印刷部材、シュリンクラベル等の包装部材、
スポーツ用品装飾、楽器、塗装物等の装飾用途等の意匠性部材、ディスプレイ用部材、導
光板、バックライト用反射板等の光学用部材、照明用部材、医療用部材、自動車用部材、
コーティング用部材、光輝性装飾ラベル、化粧板、看板等の建築用部材、偽造防止、ホロ
グラム反射板等の防犯用部材、光沢糸、織物、染色等の繊維用部材等に使用することがで
きる。
【実施例】
【０１８６】
　以下、本発明を実施例に基づいて更に具体的に説明するが、本発明はこれらに限定され
るものではない。実施例中、「部」は「重量部」を、「％」は「重量％」を表す。
【０１８７】
 
［金属ナノ粒子合成例１］
　セパラブル４口フラスコに冷却管、温度計、窒素ガス導入管、撹拌装置を取り付け、窒
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素雰囲気下、室温で撹拌しながらトルエン２００部およびオレイン酸銀３８．９部を仕込
み、０．５Ｍの溶液とした後に、分散剤としてジエチルアミノエタノール２．３部（金属
１ｍｏｌに対し０．２ｍｏｌ倍）を添加し溶解させた。その後、２０％コハク酸ジヒドラ
ジド（以降ＳＵＤＨと略記する）水溶液７３．１部（金属１ｍｏｌに対しヒドラジド基２
ｍｏｌ倍）を滴下すると液色が淡黄色から濃茶色に変化した。更に反応を促進させるため
に４０℃に昇温し、反応を進行させた。静置、分離した後、水層を取り出すことで過剰の
還元剤や不純物を除去し、更にトルエン層に数回蒸留水を加え、洗浄・分離を繰り返し、
銀微粒子分散体トルエン溶液を得た。得られた銀微粒子分散体の、銀微粒子の平均粒子径
は７±２ｎｍであり、銀濃度は７３％であった。
【０１８８】
[金属ナノ粒子合成例２]
　原料の金属塩をヘキサン酸銀２２．３部に変更した以外は、合成例１と同様にして銀微
粒子分散体を得た。得られた銀微粒子分散体の、銀微粒子の平均粒子径は５±２ｎｍであ
り、銀濃度は８０％であった。
【０１８９】
[金属ナノ粒子合成例３]
　原料の金属塩をペンタン酸銀２０．９部に変更した以外は、合成例１と同様にして銀微
粒子分散体を得た。得られた銀微粒子分散体の、銀微粒子の平均粒子径は５±１ｎｍであ
り、銀濃度は８２％であった。
【０１９０】
[金属ナノ粒子合成例４]
　原料の金属塩をペンタン酸銅２６．６部、還元剤を２０％ＳＵＤＨ水溶液２９２．３部
（金属１ｍｏｌに対しヒドラジド基４ｍｏｌ倍）に変更した以外は合成例１と同様にして
赤色の銅微粒子分散体を得た。得られた銅微粒子分散体の銅微粒子の平均粒子径は７±２
ｎｍであり、銅濃度は５０％であった。
【０１９１】
[金属ナノ粒子合成例５]
　セパラブル４口フラスコに冷却管、温度計、窒素ガス導入管、攪拌装置を取り付け、窒
素ガスを導入しながらトルエン９１．１部、および顔料分散剤としてソルスパース３２０
００（日本ルーブリゾール株式会社製）３．２部を仕込み、溶解させた後、２０％コハク
酸ジヒドラジド水溶液７３．１部（金属１ｍｏｌに対してヒドラジド基２ｍｏｌ倍）を５
０℃で攪拌しながら滴下し、均一な液滴を生成させた。ビーカーに１Ｍ硝酸銀水溶液１０
０部秤取り、攪拌しながら２５％アンモニア水２７．３部（金属１ｍｏｌに対し、４ｍｏ
ｌ倍）滴下した後上記トルエン溶液中に滴下し、３０℃で反応を進行させた。静置、分離
した後、水相を取り出し、数回蒸留水で洗浄・分離を繰り返すことにより過剰の還元剤と
不純物の洗浄を行い、銀微粒子分散体トルエン溶液を得た。得られた銀微粒子分散体は、
流動性があり、４１７ｎｍに強い吸収を持ち、銀微粒子の平均粒子径は７±２ｎｍと均一
であり、銀濃度は７８％であった。
【０１９２】
[金属ナノ粒子合成例６]
　セパラブル４口フラスコに冷却管、温度計、窒素ガス導入管、攪拌装置を取り付け、窒
素ガスを導入しながらトルエン９１．１部、および顔料分散剤としてソルスパース３２０
００（日本ルーブリゾール株式会社製）５．９部を仕込み、溶解させた後、２０％コハク
酸ジヒドラジド水溶液７３．１部（金属１ｍｏｌに対してヒドラジド基２ｍｏｌ倍）を５
０℃で攪拌しながら滴下し、均一な液滴を生成させた。ビーカーに１Ｍ塩化金酸水溶液１
００部秤取り、攪拌しながら２５％アンモニア水２７．３部（金属１ｍｏｌに対して４ｍ
ｏｌ倍）滴下した後上記トルエン溶液中に滴下し、３０℃で反応を進行させた。静置、分
離した後、水相を取り出し、数回蒸留水で洗浄・分離を繰り返すことにより過剰の還元剤
と不純物の洗浄を行い、銀微粒子分散体トルエン溶液を得た。得られた銀微粒子分散体は
、流動性があり、５３１ｎｍに強い吸収を持ち、銀微粒子の平均粒子径は５±２ｎｍと均
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一であり、金濃度は７０％であった。この金微粒子分散体の収率は８３％であった。
【０１９３】
　[金属ナノ粒子合成例７]
　セパラブル４口フラスコに冷却管、温度計、窒素ガス導入管、攪拌装置を取り付け、窒
素雰囲気下、室温で攪拌しながらトルエン２００部およびペンタン酸銀２６．６部を仕込
み、０．５Ｍの溶液とした後に、分散剤としてジエチルアミノエタノール２．３部（金属
１ｍｏｌに対し０．２ｍｏｌ倍）、オレイン酸２．８部（金属１ｍｏｌに対し０．１ｍｏ
ｌ倍）を添加し溶解させた。その後、ヒドラジン３．２部（金属１ｍｏｌに対し２ｍｏｌ
倍）を加えると激しく反応が起こり、沈殿物が生じた。静置、分離した後、水層を取り出
すことで沈殿物、過剰の還元剤や不純物を除去し、さらにトルエン層に数回蒸留水を加え
、洗浄、分離を繰り返して銀微粒子分散体トルエン溶液を得た。得られた銀微粒子分散体
の銀微粒子の平均粒子径は２０±５ｎｍであり、銀濃度は３０％であった。
【０１９４】
 
[実施例１]
　合成例３で得られたペンタン酸で被覆された銀ナノ粒子分散体に貧溶媒であるアセトン
を添加して銀ナノ粒子を固形物として取り出し乾燥させた。得られた銀ナノ粒子をエチレ
ングリコールモノブチルエーテルに溶解させ銀濃度２０％に調整し、金属光沢被膜形成用
材料を得た。得られた材料をポリエステルフィルム（東洋紡績株式会社製「エステルＥ５
１００」、厚さ１００μｍ）上にインクジェット印刷によりパターンを形成し、１５０℃
３０分乾燥することにより金属光沢被膜を得た。
【０１９５】
[実施例２]
　陰イオン交換能を有する物質としてカチオン性樹脂（三菱化学株式会社製「サフトマー
ＳＴ－３０００」、固形分２５％）６０部、液状媒体（水／イソプロピルアルコール＝１
／１、重量比）４０部を混合し、ディソルバーを用いて２０分間撹拌して陰イオン交換能
を有する物質を含んだ塗料を得た。次に、この陰イオン交換能を有する塗料を用いて、ポ
リエステルフィルム（東洋紡績株式会社製「エステルＥ５１００」、厚さ１００μｍ）上
にバーコーターを用いて塗工した後、７５℃で５分間乾燥することにより、乾燥後の塗膜
厚さ６μｍの陰イオン交換層を得た。
　次に、合成例１で得られたオレイン酸で被覆された銀ナノ粒子分散体を減圧濃縮した後
、メチルエチルケトン（以後、ＭＥＫと表記する）、エチルシクロヘキサン（以後ＥＣＨ
と表記する）を加え、銀濃度１５％、トルエン／ＭＥＫ／ＥＣＨの比率が重量比で１：１
：１となるように調整し金属光沢被膜形成用材料を得た。その後、得られた材料を小型グ
ラビア印刷機で陰イオン交換層上にパターンを形成して乾燥し金属光沢被膜を得た。この
とき、印刷機の乾燥温度は実測値で７０℃に設定した。
【０１９６】
[実施例３]
　陰イオン交換能を有する物質としてカチオン性樹脂（三菱化学株式会社製「サフトマー
ＳＴ－３０００」、固形分２５％）６０部、液状媒体（水／イソプロピルアルコール＝１
／１、重量比）４０部を混合し、ディソルバーを用いて２０分間撹拌して陰イオン交換能
を有する物質を含んだ塗料を得た。次に、この陰イオン交換能を有する塗料を用いて、ポ
リカーボネート上にバーコーターを用いて塗工した後、７５℃で５分間乾燥することによ
り、乾燥後の塗膜厚さ６μｍの陰イオン交換層を得た。
　次に、合成例３で得られたペンタン酸で被覆された銀ナノ粒子分散体を減圧濃縮し、銀
濃度１０％となるように調整し金属光沢被膜形成用材料を得た。その後、得られた材料を
ダイコータを用いて上記陰イオン交換層上に塗布、乾燥し金属光沢被膜を得た。このとき
、印刷機の乾燥温度は実測値で５０℃に設定した。
【０１９７】
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[実施例４]
　陰イオン交換能を有する物質としてカチオン性樹脂（明成化学工業株式会社製「パルセ
ットＪＫ－５１０」、固形分２０％）１５部、陰イオン交換能を有さない物質としてコロ
イダルシリカ（日産化学工業株式会社製「スノーテックスＯ」、固形分２０％）６０部、
液状媒体（水／イソプロピルアルコール＝１／１）２５部を混合し、ディソルバーを用い
て２０分間撹拌して陰イオン交換能を有する物質を含んだ印刷インキを得た。この陰イオ
ン交換能を有する印刷インキを用いて、小型グラビア印刷機でポリエステルフィルム（東
洋紡績株式会社製「エステルＥ５１００」、厚さ１００μｍ）に、全面ベタ印刷して乾燥
後、塗膜厚さ５μｍの陰イオン交換層を得た。なお、印刷機の乾燥温度は６０℃に設定し
た。
　次に、合成例２で得られたヘキサン酸で被覆された銀ナノ粒子分散体を減圧濃縮した後
、メチルエチルケトン（以後、ＭＥＫと表記する）、エチルシクロヘキサン（以後ＥＣＨ
と表記する）を加え、銀濃度１５％、トルエン／ＭＥＫ／ＥＣＨの比率が重量比で１：１
：１となるように調整し金属光沢被膜形成用材料を得た。その後、得られた材料を小型グ
ラビア印刷機で上記陰イオン交換層上にパターンを形成して乾燥し金属光沢被膜を得た。
このとき、印刷機の乾燥温度は実測値で７０℃に設定した。
【０１９８】
[実施例５]
　陰イオン交換能を有する物質としてカチオン性樹脂（明成化学工業株式会社製「パルセ
ットＪＫ－５１０」、固形分２０％）１５部、陰イオン交換能を有さない物質としてコロ
イダルシリカ（日産化学工業株式会社製「スノーテックスＯ」、固形分２０％）６０部、
液状媒体（水／イソプロピルアルコール＝１／１）２５部を混合し、ディソルバーを用い
て２０分間撹拌して陰イオン交換能を有する物質を含んだ印刷インキを得た。この陰イオ
ン交換能を有する印刷インキを用いて、小型グラビア印刷機でポリエステルフィルム（東
洋紡績株式会社製「エステルＥ５１００」、厚さ１００μｍ）に、全面ベタ印刷して乾燥
後、塗膜厚さ５μｍの陰イオン交換層を得た。なお、印刷機の乾燥温度は６０℃に設定し
た。
　次に、合成例３で得られたペンタン酸で被覆された銀ナノ粒子分散体に貧溶媒であるア
セトンを添加して銀ナノ粒子を固形物として取り出し乾燥させた。得られた銀ナノ粒子を
エチレングリコールモノブチルエーテルに溶解させ銀濃度２０％に調整し、金属光沢被膜
形成用材料を得た。得られた材料を上記陰イオン交換層上にインクジェット印刷によりパ
ターンを形成し、１００℃２０分乾燥することにより金属光沢被膜を得た。
【０１９９】
[実施例６]
　陰イオン交換能を有する物質としてカチオン性樹脂（明成化学工業株式会社製「パルセ
ットＪＫ－５１０」、固形分２０％）１５部、陰イオン交換能を有さない物質としてコロ
イダルシリカ（日産化学工業株式会社製「スノーテックスＯ」、固形分２０％）６０部、
液状媒体（水／イソプロピルアルコール＝１／１）２５部を混合し、ディソルバーを用い
て２０分間撹拌して陰イオン交換能を有する物質を含んだ印刷インキを得た。この陰イオ
ン交換能を有する印刷インキを用いて、小型グラビア印刷機でポリエステルフィルム（東
洋紡績株式会社製「エステルＥ５１００」、厚さ１００μｍ）に、全面ベタ印刷して乾燥
後、塗膜厚さ５μｍの陰イオン交換層を得た。なお、印刷機の乾燥温度は６０℃に設定し
た。
　次に、合成例４で得られたペンタン酸で被覆された銅ナノ粒子分散体を減圧濃縮した後
、メチルエチルケトン（以後、ＭＥＫと表記する）、エチルシクロヘキサン（以後ＥＣＨ
と表記する）を加え、銅濃度１５％、トルエン／ＭＥＫ／ＥＣＨの比率が重量比で１：１
：１となるように調整し金属光沢被膜形成用材料を得た。その後、得られた材料を小型グ
ラビア印刷機で上記陰イオン交換層上にパターンを形成して乾燥し金属光沢被膜を得た。
このとき、印刷機の乾燥温度は実測値で７０℃に設定した。
【０２００】
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[実施例７]
　その他の樹脂としてポリビニルアルコール樹脂（株式会社クラレ製「ポバールＰＶＡ－
１１７」）１５部、陽イオン交換能を有する物質としてアニオン性コロイダルシリカ（日
産化学工業株式会社製「スノーテックス４０」、固形分４０％）６０部、液状媒体（水／
イソプロピルアルコール＝１／１）２５部を混合し、ディソルバーを用いて６０分間撹拌
して陽イオン交換能を有する物質を含んだ塗料を得た。次に、この陽イオン交換能を有す
る塗料を用いて、小型グラビア印刷機でポリエステルフィルム（東洋紡績株式会社製「エ
ステルＥ５１００」、厚さ１００μｍ）に、全面ベタ印刷して乾燥後、塗膜厚さ６μｍの
陰イオン交換層を得た。なお、印刷機の乾燥温度は７０℃に設定した。
　次に、合成例５で得られたｓｏｌ３２０００で被覆された銀ナノ粒子分散体に貧溶媒で
あるアセトンを添加して銀ナノ粒子を固形物として取り出し乾燥させた。得られた銀ナノ
粒子をエチレングリコールモノブチルエーテルに溶解させ銀濃度２０％に調整し、金属光
沢被膜形成用材料を得た。得られた材料を上記陽イオン交換層上にインクジェット印刷に
よりパターンを形成し、１００℃２０分乾燥することにより金属光沢被膜を得た。
【０２０１】
[実施例８]
　その他の樹脂としてポリビニルアルコール樹脂（株式会社クラレ製「ポバールＰＶＡ－
１１７」）１５部、陽イオン交換能を有する物質としてアニオン性コロイダルシリカ（日
産化学工業株式会社製「スノーテックス４０」、固形分４０％）６０部、液状媒体（水／
イソプロピルアルコール＝１／１）２５部を混合し、ディソルバーを用いて６０分間撹拌
して陽イオン交換能を有する物質を含んだ塗料を得た。次に、この陽イオン交換能を有す
る塗料を用いて、小型グラビア印刷機でポリエステルフィルム（東洋紡績株式会社製「エ
ステルＥ５１００」、厚さ１００μｍ）に、全面ベタ印刷して乾燥後、塗膜厚さ６μｍの
陰イオン交換層を得た。なお、印刷機の乾燥温度は７０℃に設定した。
　次に、合成例６で得られたｓｏｌ３２０００で被覆された金ナノ粒子分散体に貧溶媒で
あるアセトンを添加して金ナノ粒子を固形物として取り出し乾燥させた。得られた銀ナノ
粒子をエチレングリコールモノブチルエーテルに溶解させ金濃度２０％に調整し、金属光
沢被膜形成用材料を得た。得られた材料を上記陽イオン交換層上にインクジェット印刷に
よりパターンを形成し、１００℃２０分乾燥することにより金属光沢被膜を得た。
【０２０２】
[実施例９]
　陰イオン交換能を有する物質としてカチオン性樹脂（三菱化学株式会社製「サフトマー
ＳＴ－３０００」、固形分２５％）６０部、液状媒体（水／イソプロピルアルコール＝１
／１、重量比）４０部を混合し、ディソルバーを用いて２０分間撹拌して陰イオン交換能
を有する物質を含んだ塗料を得た。次に、この陰イオン交換能を有する塗料を用いて、ポ
リカーボネート上にバーコーターを用いて塗工した後、７５℃で５分間乾燥することによ
り、乾燥後の塗膜厚さ６μｍの陰イオン交換層を得た。
次に、合成例７で得られたペンタン酸で被覆された銀ナノ粒子分散体を減圧濃縮し、銀濃
度１０％となるように調整し金属光沢被膜形成用材料を得た。その後、得られた材料をス
ピンコート法を用いて上記陰イオン交換層上に塗布、５０℃で１０分間乾燥し金属光沢被
膜を得た。
【０２０３】
[実施例１０]
　陰イオン交換能を有する物質としてカチオン性樹脂（明成化学工業株式会社製「パルセ
ットＪＫ－５１０」、固形分２０％）１５部、陰イオン交換能を有さない物質としてコロ
イダルシリカ（日産化学工業株式会社製「スノーテックスＯ」、固形分２０％）６０部、
液状媒体（水／イソプロピルアルコール＝１／１）２５部を混合し、ディソルバーを用い
て２０分間撹拌して陰イオン交換能を有する物質を含んだ印刷インキを得た。この陰イオ
ン交換能を有する印刷インキを用いて、小型グラビア印刷機でポリエステルフィルム（東
洋紡績株式会社製「エステルＥ５１００」、厚さ１００μｍ）に、全面ベタ印刷して乾燥
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後、塗膜厚さ５μｍの陰イオン交換層を得た。なお、印刷機の乾燥温度は６０℃に設定し
た。
　次に、合成例２で得られたヘキサン酸で被覆された銀ナノ粒子分散体を減圧濃縮した後
、メチルエチルケトン（以後、ＭＥＫと表記する）、エチルシクロヘキサン（以後ＥＣＨ
と表記する）を加え、銀濃度１５％、トルエン／ＭＥＫ／ＥＣＨの比率が重量比で１：１
：１となるように調整し、更に、金属光沢性を向上させ目的で、レベリング剤として、Ｂ
ＹＫ－０５１（ビックケミー・ジャパン株式会社製、固形分２０％）を０．５部、金属光
沢被膜形成用材料１００重量部中０．１部となるように添加し、ディソルバーを用いて１
０分間撹拌することにより金属光沢被膜形成用材料を得た。その後、得られた材料を小型
グラビア印刷機で上記陰イオン交換層上にパターンを形成して乾燥し金属光沢被膜を得た
。このとき、印刷機の乾燥温度は実測値で７０℃に設定した。
【０２０４】
[実施例１１]
　陰イオン交換能を有する物質としてカチオン性樹脂（明成化学工業株式会社製「パルセ
ットＪＫ－５１０」、固形分２０％）１５部、陰イオン交換能を有さない物質としてコロ
イダルシリカ（日産化学工業株式会社製「スノーテックスＯ」、固形分２０％）６０部、
液状媒体（水／イソプロピルアルコール＝１／１）２５部を混合し、ディソルバーを用い
て２０分間撹拌して陰イオン交換能を有する物質を含んだ印刷インキを得た。この陰イオ
ン交換能を有する印刷インキを用いて、小型グラビア印刷機でポリエステルフィルム（東
洋紡績株式会社製「エステルＥ５１００」、厚さ１００μｍ）に、全面ベタ印刷して乾燥
後、塗膜厚さ５μｍの陰イオン交換層を得た。なお、印刷機の乾燥温度は６０℃に設定し
た。
　次に、合成例３で得られたペンタン酸で被覆された銀ナノ粒子分散体に貧溶媒であるア
セトンを添加して銀ナノ粒子を固形物として取り出し乾燥させた。得られた銀ナノ粒子を
エチレングリコールモノブチルエーテルに溶解させ銀濃度２０％に調整し、更に、金属光
沢性を向上させる目的で、消泡剤としてＯＸ－８８０ＥＦ（楠本化成株式会社製、固形分
５０％）０．２部、金属光沢被膜形成用材料１００重量部中０．１部となるように添加し
、ディソルバーを用いて１０分間撹拌することにより金属光沢被膜形成用材料を得た。得
られた材料を上記陰イオン交換層上にインクジェット印刷によりパターンを形成し、１０
０℃２０分乾燥することにより金属光沢被膜を得た。
【０２０５】
[実施例１２]
　陰イオン交換能を有する物質としてカチオン性樹脂（三菱化学株式会社製「サフトマー
ＳＴ－３０００」、固形分２５％）６０部、液状媒体（水／イソプロピルアルコール＝１
／１、重量比）４０部を混合し、ディソルバーを用いて２０分間撹拌して陰イオン交換能
を有する物質を含んだ塗料を得た。次に、この陰イオン交換能を有する塗料を用いて、ポ
リカーボネート上にバーコーターを用いて塗工した後、７５℃で５分間乾燥することによ
り、乾燥後の塗膜厚さ６μｍの陰イオン交換層を得た。
　次に、合成例３で得られたペンタン酸で被覆された銀ナノ粒子分散体を減圧濃縮し、銀
濃度１０％となるように調整し、さらに、金属光沢性を向上させる目的で、滑剤としてＣ
ＥＲＡＦＡＫ１０３（ビックケミー・ジャパン株式会社製、固形分６％）を１．６部、金
属光沢被膜形成用材料１００重量部中０．１部となるように添加し、ディソルバーを用い
て１０分間撹拌することにより金属光沢被膜形成用材料を得た。その後、得られた材料を
ダイコータを用いて上記陰イオン交換層上に塗布、乾燥し金属光沢被膜を得た。このとき
、印刷機の乾燥温度は実測値で５０℃に設定した。
【０２０６】
[実施例１３]
　合成例３で得られたペンタン酸で被覆された銀ナノ粒子分散体を減圧濃縮し、銀濃度１
０％となるように調整し金属光沢被膜形成用材料を得た。その後、得られた材料をスピン
コート法を用いて上記ガラス基板上に塗布、５０℃で乾燥し金属光沢形成用被膜を得た。
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このとき、印刷機の乾燥温度は実測値で５０℃に設定した。
　次に、陰イオン交換能を有する物質としてカチオン性樹脂（三菱化学株式会社製「サフ
トマーＳＴ－３０００」、固形分２５％）６０部、液状媒体（水／イソプロピルアルコー
ル＝１／１、重量比）４０部を混合し、ディソルバーを用いて２０分間撹拌して陰イオン
交換能を有する物質を含んだ塗料を得た。次に、この陰イオン交換能を有する塗料を用い
て、金属光沢形成用被膜にバーコーターを用いて塗工した後、７５℃で５分間乾燥するこ
とにより金属光沢被膜を得た。
【０２０７】
[実施例１４]
　次に、合成例２で得られたヘキサン酸で被覆された銀ナノ粒子分散体を減圧濃縮した後
、メチルエチルケトン（以後、ＭＥＫと表記する）、エチルシクロヘキサン（以後ＥＣＨ
と表記する）を加え、銀濃度１５％、トルエン／ＭＥＫ／ＥＣＨの比率が重量比で１：１
：１となるように調整し金属光沢被膜形成用材料を得た。その後、得られた材料を小型グ
ラビア印刷機でポリエステルフィルム（東洋紡績株式会社製「エステルＥ５１００」、厚
さ１００μｍ）上にパターンを形成して乾燥し金属光沢被膜を得た。このとき、印刷機の
乾燥温度は実測値で７０℃に設定した。
　次に、陰イオン交換能を有する物質としてカチオン性樹脂（明成化学工業株式会社製「
パルセットＪＫ－５１０」、固形分２０％）１５部、陰イオン交換能を有さない物質とし
てコロイダルシリカ（日産化学工業株式会社製「スノーテックスＯ」、固形分２０％）６
０部、液状媒体（水／イソプロピルアルコール＝１／１）２５部を混合し、ディソルバー
を用いて２０分間撹拌して陰イオン交換能を有する物質を含んだ印刷インキを得た。
　次に、この陰イオン交換能を有するインキを用いて、小型グラビア印刷機で上記被膜層
上に全面ベタ印刷を行った後、乾燥して金属光沢被膜を得た。なお、印刷機の乾燥温度は
実測値で６０℃に設定した。
【０２０８】
[実施例１５]
　実施例５と同様にして金属光沢被膜を得た後、該被膜をプレスロール機を用いて、加熱
温度７０℃、加圧条件１ＭＰａ、加圧時間５分間の条件でカレンダー処理を行った。
【０２０９】
[実施例１６]
　金属光沢被膜形成用材料を塗布時の、印刷機の乾燥温度を実測値で１００℃に設定した
以外は、実施例３と同様にして、金属光沢被膜を得た。
【０２１０】
[実施例１７]
　金属光沢被膜形成用材料を塗布時の、印刷機の乾燥温度を実測値で１５０℃に設定した
以外は、実施例４と同様にして、金属光沢被膜を得た。
【０２１１】
[実施例１８]
　その他の樹脂としてポリビニルアルコール樹脂（株式会社クラレ製「ポバールＰＶＡ－
１１７」）１５部、陽イオン交換能を有する物質としてアニオン性コロイダルシリカ（日
産化学工業株式会社製「スノーテックス４０」、固形分４０％）６０部、液状媒体（水／
イソプロピルアルコール＝１／１）２５部を混合し、ディソルバーを用いて６０分間撹拌
して陽イオン交換能を有する物質を含んだ塗料を得た。次に、この陽イオン交換能を有す
る塗料を用いて、ガラス上にバーコーターを用いて塗工した後、７５℃で５分間乾燥する
ことにより、乾燥後の塗膜厚さ６μｍの陽イオン交換層を得た。
　次に、合成例５で得られたｓｏｌ３２０００で被覆された銀ナノ粒子分散体に貧溶媒で
あるアセトンを添加して銀ナノ粒子を固形物として取り出し乾燥させた。得られた銀ナノ
粒子をエチレングリコールモノブチルエーテルに溶解させ銀濃度２０％に調整し、金属光
沢被膜形成用材料を得た。得られた材料を上記陽イオン交換層上にインクジェット印刷に
よりパターンを形成し、２００℃２０分乾燥することにより金属光沢被膜を得た。
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【０２１２】
[比較例１]
　ポリエステルフィルム（東洋紡績株式会社製「エステルＥ５１００」、厚さ１００μｍ
）上に帝国インキ製造会社製ミラーインキＭＩＲ－９１００（蒸着アルミ箔分散タイプ）
をバーコータを用いて膜厚３μｍとなるように塗布し、１２０℃オーブン中３０分乾燥さ
せ、金属光沢被膜を得た。
【０２１３】
　実施例１～１８、及び比較例で得られた金属光沢被膜の光沢値、基材密着性について、
以下の方法で評価した。結果を表１に示す。
【０２１４】
 
　[光沢値]
村上色彩技研製光沢計の入射角６０°、反射角６０°で、光量を減衰させるＮフィルター
を通して測定し光沢値として評価した。
［基材密着性］
　ポリエステルフィルム（東洋紡績株式会社製「Ｅ５１００」、厚さ１００μｍ）、ガラ
ス基板、またはポリカーボネート上に形成された導電回路、導電性被膜に、セロハン粘着
テープ（ニチバン株式会社製、幅１２ｍｍ）を貼り付け、セロハン粘着テープを急激に引
き剥がした時、剥離した塗膜の程度を、下記評価基準により評価した。
（評価基準）
　　○：ほとんど剥離しない（剥離面積１０％未満）
　　△：部分的に剥離した（剥離面積１０％以上５０％未満）
　　×：ほとんど剥離した（剥離面積５０％以上）
 
【０２１５】
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【表１】

【０２１６】
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　実施例１～１８において得られた結果は、本発明の特徴である、イオン性を有する保護
物質により被覆された、平均粒子径が１～１００ｎｍである金属ナノ粒子を含む金属光沢
被膜形成用材料を用い、さらにイオン性を有する保護物質により被覆された金属ナノ粒子
と該保護物質に対するイオン交換能を有する物質とを接触させることにより、速やかに金
属ナノ粒子の融着が起こるため、従来ではなし得なかった金属光沢が得られることを示し
ている。また、金属ナノ粒子を合成する際の還元剤を選択することで、均一な粒子が得ら
れ、ひいては生成する金属光沢被膜の表面の平滑度が向上し金属光沢性が改善されること
を示している。また、実施例１０～１３では、金属光沢被膜形成用材料にレベリング剤、
消泡剤、滑剤のいずれかを含ませることで光沢値が向上している。これば、金属光沢被膜
形成時の基材との濡れ性が向上するためと考えられる。さらに、金属光沢被膜形成後、加
熱加圧処理を施すことで金属被膜表面の表面平滑性が向上し、光沢値を飛躍的に改善する
効果が得られた。
【０２１７】
　比較例の結果からも明らかなように、アルミ蒸着箔を原料とする従来のミラーインキで
は、得られた金属光沢被膜は十分な性能を得ることが出来なかった。
【産業上の利用可能性】
【０２１８】
　本発明の金属光沢被膜は、金属光沢を利用できるあらゆる分野に応用が可能であり、、
金属光沢のレベルにより、例えば、チケット、ラベル、ステッカー、カード等の印刷部材
、シュリンクラベル等の包装部材、スポーツ用品装飾、楽器、塗装物等の装飾用途等の意
匠性部材、ディスプレイ用部材、導光板、バックライト用反射板等の光学用部材、照明用
部材、医療用部材、自動車用部材、コーティング用部材、光輝性装飾ラベル、化粧板、看
板等の建築用部材、偽造防止、ホログラム反射板等の防犯用部材、光沢糸、織物、染色等
の繊維用部材等に使用することができる。
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